
城址公園及び富山市営城址公園駐車場指定管理者募集要項

１ 施設の概要

Ⅰ(1) 名称

城址公園

(2) 所在地

富山市本丸

（3）公園種別

総合公園

(4) 敷地及び建物の概要

芝生広場（8,000㎡）、和風庭園（5,000㎡）、お濠（9,200㎡）、郷土博物館（天守閣）、

佐藤記念美術館、碌々亭・本丸亭（茶室）、城址公園バス駐車場（駐車可能台数：７台）

等

※指定管理に含まない施設もあります。詳細は、「城址公園及び富山市営城址公園駐車

場管理業務仕様書（以下「管理業務仕様書」という。）」をご覧ください。

Ⅱ(1) 名称

富山市営城址公園駐車場

(2) 所在地

富山市本丸1番42号

(3) 敷地及び建物の概要

開設 昭和４６年５月１日

構造 鉄筋コンクリート地下１階建、施設面積 4,194.26㎡

収容可能台数 普通自動車９８台

（うち、障害者等用３台、おやこパーキング３台）

２ 管理運営の方針

城址公園及び富山市営城址公園駐車場（以下「城址公園等」という。）の管理運営にあ

たっては、利用者の安全確保に十分留意したうえで、市民サービスの向上や施設の効果

的・効率的な運営に努めることとし、より一層の利用促進・賑わいの創出を目指します。

城址公園バス駐車場及び富山市営城址公園駐車場については、安全管理に十分留意したう

えで、２４時間の管理体制を確立します。

３ 管理業務の範囲等

城址公園等において指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりです。

(1) 利用案内、広報、危機管理対応等に関する業務

(2) 行為許可、料金徴収等に関する業務

(3) 公園の利用者増加に寄与する業務

(4) 公園施設の維持管理（植物管理、清掃、光熱費支出等）に関する業務

(5) バス駐車場及び富山市営城址公園駐車場の運営・管理に関する業務

(6) (1)～(5)に掲げるもののほか、施設の管理に関して市長が必要と認める業務

なお、これらの業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできま

せん。

ただし、事前に市長の承諾を受けたときに限り、管理業務の一部を第三者に委託し、又



は請け負わせることができます。

業務内容の詳細については、添付の「管理業務仕様書」をご覧ください。

４ 管理運営に要する経費

城址公園等の管理運営費については、仕様書をもとに積算してください。

なお、積算にあたっては、募集要項に添付の直近２年間の収入及び支出の決算額を参考

としてください。

５ 指定期間

令和９年４月１日から令和１３年３月３１日まで

６ 利用料金制度の適用の有無

施設の使用料については、利用料金制度を適用せず、市の収入としますが、使用料の徴

収等の事務については、指定管理者に委託します。

７ 指定管理業務に必要な資格、免許等

防火管理者（富山市営城址公園駐車場）

８ 指定管理候補者として選定しない法人等

次のいずれかに該当するものは、指定管理候補者に選定されません。

ア 当該法人等の責めに帰すべき事由により、市又は他の地方公共団体から指定管理

者の指定を取り消され、その取消の日から２年を経過しない法人等

イ 市長、副市長、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び地方自治法第１８０条

の５の規定により市に設置する委員会の委員若しくは委員（以下「市の機関等」と

いう。）又は議員が、市に対し主として指定管理業務及び請負をする法人等（市の機

関等の場合にあっては、市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１

以上を出資している法人を除く。）の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役

若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人である法人等（公共団体及び公共

的団体を除く。）

ウ 当該法人等の代表権を有する者のうち、次のいずれかに該当する者がある法人等

① 公の施設の管理に係る契約を締結する能力を有しない者

② 破産者で復権を得ない者

③ 本市における指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益

を得るために連合した者

④ 拘禁刑以上の刑に処せられ､その執行を終わるまで又はその執行を受けること

がなくなるまでの者

⑤ 本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

⑥ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴

力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

エ 富山市競争入札参加有資格者指名停止要領に基づく指名停止期間中の法人等

オ 指定管理業務を開始する時点において、富山市内に事業所等を有しない法人等

カ 法人等又は法人等の代表権を有する者が、国税又は市税を滞納しているもの

キ 施設を管理するにあたって必要な資格及び免許等を有していない法人等。ただし、

指定管理業務の開始までにそれらを有すること又はそれらを有するものに管理業務



の一部を委託することが確実であるものを除く。

ク 法人等、法人等の代表権を有する者等（株式会社にあっては取締役、公益法人に

あっては理事、その他の団体等にあってはこれらに相当する職にある者及びこれら

の者以外に団体等の経営に事実上参加しているものをいう。）又は法人等の被用者

（代表権を有する者等を除く全ての従業員、構成員及びこれらに相当するものをい

う。）が、暴力団関係者その他暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）に基づき、指定管理候補として選定することが不適当である

者

ケ 本募集要項公開後、選定委員会委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を

求めた法人等。

コ 本募集要項公開後、他の応募者（検討段階にある者も含む）と応募内容又はその

意思について相談を行った法人等。

９ 選定方法等

(1) 選定方法

指定管理者の選定にあたっては、外部と内部の委員による「富山市指定管理候補者

選定委員会」において、申請のあった各法人等によるプレゼンテーションの内容等を

踏まえ、技術点及び価格点の合計で評価を行う総合評価方式により審査し、選定委員

会での結果を経て、富山市において指定管理候補者を選定します。

(2) 選定委員会委員氏名及び職

委員長 清水 裕樹（富山市 企画管理部長）

委 員 河原 嘉人（一般財団法人 北陸経済研究所 常務理事）

委 員 森口 毅彦（富山大学 学術研究部 社会科学系教授）

委 員 刑部 博規（富山市 財務部長）

委 員 髙尾 輝彦（富山市 建設部長）

委 員 稲垣 博文（富山市 行政経営専門監）

(3) 選定基準

審査にあたっては、次の選定基準に基づき、最高点のものを指定管理候補者としま

す。

ただし、配点合計の50％を基準点とし、これを満たさないものは、原則、指定管理

候補者としては選定されません。なお、一者応募となった場合は、提案金額による差

異が生じないことから、配点合計の60％を基準点とし、これを満たさないものは、原

則、指定管理候補者としては選定されません。

選定基準 配点

１ 住民の平等な利用が確保されること 10

２ 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに

管理経費の縮減が図られるものであること

50

３ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有し

ていること

20

４ 安全管理及び緊急時対応の体制が確立されること 10

５ 環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営を行っていること



審査結果については、応募者全員にお知らせするとともに、公開します。

１０ 提出書類

ア 指定管理者指定申請書「様式第１号」

イ 応募資格を有していることを証する書類

-1 代表権を有する者全員の

① 市区町村長が発行する身分証明書（破産者でないことの証明）

② 法務局が発行する登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人、

被補助人でない証明）

-2 申立書（法人の代表権を有する者全員が、「８ 指定管理候補者として選定しない

法人等」のウに該当しないことの申立書）「様式第２号」

-3 国税（法人税、消費税及び地方消費税）について未納がないことの証明書（納税

証明書その３－３）

-4 富山市が発行する直近の納税証明書（富山市で課税がない場合はその旨の申立書

（様式は任意））※団体のもの及び団体の代表権を有する者全員分

-5 資格及び免許等が必要な場合はそれらを有していることを証する書類又は指定管

理業務の開始までに有すること等を確約する書類

-6 暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」

ウ 団体であることを証する書類

法人の場合は、定款、寄附行為、登記事項証明書、地縁による団体であることの証

明書等。法人でない場合は規約、構成員名簿等

エ 法人等の経営状況等がわかる書類

-1 組織、人員、業務内容及び業績等がわかる書類

-2 申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書、貸借対照表、損益計算

書、財産目録又はこれらに相当する書類

-3 類似施設の管理実績がある場合は、当該施設の概要、管理体制、収支の状況及び

利用状況等がわかる書類（該当するものがない場合は「該当なし」として提出して

ください。）

オ 施設管理の基本方針及び事業計画書

-1 施設管理の基本方針 「様式第３号」

施設管理の基本的な考え方、利用者からの要望の把握及びそれへの対応、自己点

検及び自己評価の仕組みなど（片面で概ね１０枚以内としてください。）

-2 事業計画書 「様式第４号」

指定期間内の年度ごとの業務計画書、職員の配置計画、個人情報の保護に関する

措置、安全管理及び緊急時対応の体制、指定期間内の年度ごと及び合計の収支計画

書、現状における環境保護及び障害者雇用等に配慮した経営の状況、市作成の協定

書に対する変更要望など

カ 指定管理者による自主事業及び収益の向上に結びつく改善策の提案

-1 自主事業に関する提案書 「様式第５号」

-2 収益向上に関する提案書 「様式第６号」

キ その他市長が必要と認める書類

６ 総合評価（選定基準１～５について、相乗効果が図られる点などを

総合的に評価）

10

計 100



共同企業体として申請する場合は、申請書の提出時点において共同企業体を成立させ、

その構成員すべてのイ、ウ及びエの書類、「共同企業体の概要書（共同企業体の代表者、

共同企業体とすることの必要性・利点、管理業務の実施体制のわかる書類）」及び「様式

第７号」（指定管理者制度に係る共同企業体協定書）を提出してください。

また、共同企業体の解散時期については、少なくとも指定期間終了後、３箇月を経過

するまでの間は解散をすることができないものとしてください。

なお、複数の施設に応募する場合は、各種証明書を写しに代えることができます（証

明書原本は１部のみ提出し、残りは写しとすることも可）。詳しくは末尾のお問合せ先に

ご確認ください。

上記の提出書類以外に、広報用パンフレット等を提出されましても、提案書類として

は取扱いできかねますので、ご了承ください。

また、いったん提出された書類を変更することはできませんが、提出書類に脱漏又は

不明確な記載がある場合は、市から追加提出や内容の確認等を求めることがあります。

１１ 指定管理者による自主事業及び収益の向上に結びつく改善策の提案

(1) 自主事業について

管理業務仕様書に記載された業務以外に指定管理者が自主事業を行う場合は、様式

第５号「自主事業に関する提案書」を提出してください（ただし、応募時に様式第５

号を提出した場合であっても、富山市議会定例会の議決後に本施設の指定管理者とし

て自主事業を実施するにあたっては、別途申請書の提出が必要となります。）。

自主事業は、施設利用者の利用を阻害しない事業に限るものとし、参加者負担金が

ある場合は、その金額の適正性などについて、市で検討し、市の承認した事業に限り

実施できることとします。

なお、自主事業に係る経費（施設使用料や行政財産の目的外使用料を含む）は、指

定管理者の負担とし、利用料金も含め指定管理者自らの収入により費用を負担して実

施するものとし、市からの委託料を財源としないものとします。

また、管理業務仕様書に記載された業務に係る経費と自主事業に係る経費は明確に

区分し、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備してください。

(2) 収益の向上について

城址公園等の管理体制や営業活動について、収益の向上に結びつく改善策について、

様式第６号「収益向上に関する提案書」を提出してください。

１２ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）においては、公の施設の使用料につ

いても制度の対象となります。

したがって、料金収受に際し、施設利用者への適格請求書（インボイス）の交付が想定

されることから、指定管理者としてインボイス事業者登録をはじめ、必要な対応をお願い

します。

１３ 指定管理者モニタリングレポートについて

富山市では、指定管理者による施設の運営管理が基本協定書等に沿って適切に履行され

ているかどうかや収支状況等について確認するため、「指定管理者モニタリングレポート」

を導入しています。



同レポートは指定管理者及び施設所管課双方が毎年度作成することとし、市ホームペー

ジで公表します。

１４ 指定申請書等の提出先、提出期間及び提出方法等

(1) 提出先

富山市建設部公園緑地課（本庁西館６階）

〒930-8510 富山市新桜町７番38号

電話 076-443-2111 担当 坂本・髙田

(2) 提出期間

令和８年７月２１日（火）から令和８年８月３１日（月）まで（土曜日、日曜日及び

祝日を除く。）の午前８時30分から午後５時15分まで

(3) 提出方法等

持参又は郵送してください。

提出部数は、片面印刷で正１部、副（１０ 提出書類のエ、オ、カ及びキ並びに

共同企業体の概要書のみ）１部とします。

郵送の場合は、書留郵便とし、最終日の午後５時15分まで必着としてください。

申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。

１５ 質疑応答

応募に際してご不明の点等につきましては、令和８年８月１３日（木）までご質問を

お受けいたします。

ご質問は、末尾に記載のお問合せ先までメール又は書面でお送りください（質問票の

様式は任意）。

寄せられたご質問への回答は、質問の受付締め切り後、１週間程度を目途に富山市ホ

ームページにて回答する予定です。

１６ 現地説明会の開催

現地説明会を次のとおり開催します。

【日時】 令和８年７月２４日（金） 午前９時から２時間程度

【場所】 城址公園

参加希望の方は、７月２３日までに指定申請書等の提出先へご連絡ください。

なお、現地説明会では質疑応答は予定しておりませんので、ご不明の点につきまして

は、『１５ 質疑応答』にあるとおり、末尾のお問合せ先までメール又は書面でお送りく

ださい。

１７ 事業所税

この施設は、事業所税の課税対象施設です。

免税点（資産割は、合計延床面積が1,000㎡以下、従業者割は、合計従業者数が100

人以下）を超える場合は、指定管理者に課税されることとなります。

課税金額等の詳細は、市民税課（電話076-443-2031）までお問い合わせください。



１８ 指定管理者の指定及び協定書の締結

(1) 指定管理者は、令和８年１２月又は令和９年３月富山市議会定例会の議決に基づき、

指定（決定）されます。

(2) 指定後、指定管理者となるものにその旨を通知し、告示します。

(3) 指定後、市との間で協定書を締結します。

(4) 協定事項及び内容については、指定管理候補者選定後に双方協議して定めます。

(5) 別添の市作成の協定書に対して変更等を希望される場合は、申請時に「１０ 提出書

類」の事業計画書の所定の欄にその内容を記載してください。

１９ 指定管理業務委託料

指定期間内の指定管理業務委託料は、予算額以内で毎年度市と協議した額となります

ので、申請時に提出された収支予算書に記載の金額を下回ることがあります。

２０ 提出書類の取扱い

提出書類はお返しできません。また、市の内部及び指定管理候補者選定委員会におけ

る検討に用いるため複写することがあります。

情報公開の請求があった場合は、個人情報及び法人等の権利、競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれのあるものなどを除き公開することがあります。

なお、提出書類のうち「施設管理の基本方針」及び「事業計画書」については、申請

書の提出先となった窓口において、審査結果とともに、審査結果の通知の日から起算し

て14日間公開します。

ただし、指定管理候補者に選定されなかった法人等の名称は公表しません。

２１ 監査

市の監査委員又は包括外部監査人が必要であると認めるときなどは、指定管理者の公

の施設の管理に係る出納関係事務について監査する場合があります。

２２ 様式及び添付資料一覧

ア 富山市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同条例施行規則

イ 富山市都市公園条例及び同条例施行規則

ウ 富山市駐車場条例及び同条例施行規則

エ 富山市城址公園バス駐車場管理規則

オ 障害者等の富山市営駐車場の利用支援に関する要綱

カ 城址公園の管理運営費の直近２年間決算額

キ 富山市営城址公園駐車場の管理運営費の直近２年間決算額

ク 城址公園及び富山市営城址公園駐車場管理業務仕様書

ケ 城址公園維持管理基準書

コ 富山市営城址公園駐車場の運営管理に関する業務仕様書

サ 指定管理者指定申請書「様式第１号」

シ 申立書「様式第２号」

ス 施設管理の基本方針「様式第３号」

セ 事業計画書「様式第４号」

ソ 自主事業に関する提案書「様式第５号」

タ 収益向上に関する提案書「様式第６号」



チ 指定管理者制度に係る共同企業体協定書「様式第７号」

ツ 暴力団排除に関する合意書関係の書類「様式第８号」

テ 城址公園及び富山市営城址公園駐車場管理運営業務に関する基本協定書の案文（リ

スク分担表、個人情報の保護に関する取扱い仕様書及び情報セキュリティ特記事項

を含む。）

ト 施設のパンフレット、平面図等（別途、配布します。）

２３ 業務引継ぎ

現在の指定管理者は、指定期間の満了又は指定の取消し等に際し、施設の管理業務が遅

滞なく円滑に実施されるよう、市が定める期間内に、市又は次期指定管理者に対して適正

に管理業務を引継ぐものとします。

管理業務の引継ぎ方法、日時等については、市と現在の指定管理者及び次期指定管理者

において協議の上決定します。

（引継ぎにおける留意点）

ア 引継ぎスケジュール

イ 臨時休館の設定

ウ 引継ぎに係る経費の負担（原則として指定管理者の負担）

エ 引継書類の確認

オ 引継財産の確認（備品、物品を含む。）

カ 施設の予約の状況

キ 施設使用料の授受、預かり金管理の方法

ク 個人情報の取り扱い、データ管理等

ケ 引継ぎにおける体制の整備及び責任者の選定

コ 施設撤去、原形復旧の範囲

などについて、協議を行うこととします。

お問合せ先

・城址公園、バス駐車場に関すること

富山市建設部公園緑地課（本庁西館６階）

〒９３０－８５１０ 富山市新桜町７番38号

電話 ０７６－４４３－２１１１ 担当 坂本・髙田

電子メールアドレス kouenryokuti-01@city.toyama.lg.jp

・市営城址公園駐車場に関すること

富山市財務部管財課（本庁西館４階）

〒９３０－８５１０ 富山市新桜町７番38号

電話 ０７６－４４３－２０２３ 担当 大友

電子メールアドレス kanzai-01@city.toyama.lg.jp



城址公園の管理運営に関する直近２年間の決算額

収入 （単位：円）

※ 使用料として市の歳入となるものについては、ここには記載していません。

※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財産目的

外使用に当たるため、市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可を受けるこ

ととなります。

支出 （単位：円）

年 度 R6 R7 備考

市からの委託料 51,293,000 51,326,000

（うち修繕料） （3,000,000） （3,000,000）上記委託料に含む

光熱水費使用者負担分 358,420 742,650イベント等に伴うもの

その他収入 94,202 120,434
利息

イベントに伴う安全対策費用

自主事業収入 3,689,768 7,482,055

合計 55,435,390 59,671,139

年 度 R6 R7 備考

植物管理 13,490,400 12,944,800

清掃管理 1,438,250 2,034,560

施設設備管理 3,434,432 4,314,860

光熱水費 9,292,383 11,138,450

通信費 134,550 132,047

消耗品費 119,391 461,257

印刷製本費 150,000 150,000

燃料費 3,750 3,150

租税公費 12,900 13,300

広告宣伝費 871,800 700,000

利用促進費 1,195,025 123,216

事務用品費 24,442 49,549

雑費 273,085 245,680

キャッシュレス決済経費 80,641 84,931

監視警備費 640,883 709,368

職員人件費 8,055,000 11,840,400

法定福利費 81,367 81,367

福利厚生費 69,223 195,079

修繕費 3,030,500 3,009,350

一般管理費 10,784,383 5,201,358

自主事業支出 3,209,232 7,389,695

合計 56,391,637 60,822,417



富山市営城址公園駐車場の管理運営に関する直近２年間の決算額

１ 収入

（単位：円）

※ 指定管理者の収入である利用料金が記載してありますが、使用料として市の歳入とな
るものについては、ここには記載していません。

※ 自動販売機等を設置する場合は、条例で定めている業務以外で使用する行政財産目的
外使用に当たるため、市に行政財産目的外使用許可申請書等を提出し、許可を受けるこ
ととなります。

２ 支出

（単位：円）

年 度 R6 R7 備考

市からの委託料 26,760,000 27,700,000

（うち修繕料） （625,000） （625,000）上記委託料に含む

自動販売機設置

（自主事業）
94,588 184,001

光熱水費使用者負

担分を含む

その他収入 335 3,610

その他（自主事業） 4,400 3,075

合計 26,859,323 27,890,686

年 度 R6 R7 備考

清掃管理 335,544 157,091

施設設備管理 2,611,950 2,711,060

光熱水費 3,982,492 4,223,756

通信費 144,867 131,759

消耗品費 1,018,170 564,260

利用促進費 314,000 0

事務用品費 48,276 3,114

雑費 341,714 302,734

キャッシュレス決済経費 211,583 427,220

監視警備費 765,160 1,307,020

職員人件費 15,127,965 16,178,175

福利厚生費 254,573 0

修繕費 697,400 642,730

その他（自主事業） 49,382 90,489

合計 25,903,076 26,739,408



城址公園及び富山市営城址公園駐車場管理業務仕様書

１ 施設管理業務に関する事項

(1) 業務の目的

城址公園（以下「本公園」という。）は本市の都心に位置しており、市民の憩いの場として、さらに、

賑わい拠点として機能する都心の貴重なオープンスペースであるとともに、富山の歴史文化のシンボ

ルとして、広く市民に親しまれている。

本業務は、本公園の特色を活かしながら、利用者の安全性の確保や、サービスの質の向上、維持管

理費の節減等、創意工夫のある管理・運営することを目的とする。

(2) 開園時間

本公園の利用並びに富山市営城址公園駐車場（以下「地下駐車場」という。）及び城址公園バス駐車

場（以下「バス駐車場」という。）の出入場は原則として、年間を通じて毎日２４時間とする。

(3) 使用承認及び使用料の取扱い

直近４年間の状況

ア 城址公園利用状況（行為許可件数）

イ 地下駐車場

年度 R4 R5 R6 R7

許可件数（件） 98 73 56 85

使用料（千円） 445 258 88 509

年度 R4 R5 R6 R7

利用実績（台） 53,949 54,573 54,482 64,545

普通駐車 32,694 32,858 33,323 43,990

回数券 916 1,074 2,067 1,833

パーキングカード 211 147 53 126

定期券 20,128 20,494 19,039 18,596

利用料金収入(千円) 28,690 29,529 28,765 32,428

普通駐車 16,435 15,518 15,400 19,386

回数券 11 136 24 55

パーキングカード 176 200 200 262

定期券 12,068 13,675 13,141 12,725

回数券発行冊数 4 58 10 22

330円券11枚綴 3 33 6 14

110円券11枚綴 1 25 4 8

パーキングカード発行枚数 52 62 58 82

5000円券 7 7 13 8

3000円券 45 55 45 74

定期券利用枚数 852 953 905 873

全日 384 476 478 459

昼間 333 333 311 319

夜間 135 144 116 95



ウ バス駐車場※

(4) 管理体制

本公園並びに地下駐車場の運営管理にあたり、業務が支障なく行えるよう、適正な人員を配置する

こととする。

（留意事項）

ア 平常時よりも著しく本公園利用者や地下駐車場利用者が増加すると予見される場合には適宜臨

時的任用職員を配置するなど、適切な管理に努めること。

イ 臨時的任用職員は施設運営管理方法に適した人員を雇用することとし、本市内に在住する市民を

積極的に雇用するよう努めること。

(5) 法令等の遵守

業務の実施に当たっては、都市公園法、地方自治法、地方自治法施行令、富山市公の施設に係る指

定管理者の指定の手続等に関する条例、富山市都市公園条例、富山市都市公園条例施行規則、富山市

駐車場条例、富山市駐車場条例施行規則、富山市城址公園バス駐車場管理規則、富山市情報公開条例、

富山市個人情報の保護に関する法律施行条例、富山市行政手続条例、その他公園施設及び駐車場の管

理運営に関連する法令等、富山市情報セキュリティポリシー、情報セキュリティ特記事項、協定書及

び仕様書を遵守すること。

(6) 個人情報の保護に関する留意事項

（一般事項）

年度 R4 R5 R6 R7

利用実績（台） 925 1,289 985 1,686

利用料金収入(千円) 2,445 3,526 2,897 4,653

時間帯 主な業務内容等

０時から２４時まで 地下駐車場の管理運営及び料金の徴収業務

（地下駐車場管理室に常駐）

項目 取扱い上の留意事項

1 安全管理体制 管理責任者は、情報資産の安全管理について、内部における責任体制を

構築し、その体制を維持する。

2 教育の実施 管理責任者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、

特記事項における作業従事者が遵守すべき事項その他本業務の適切な

履行に必要な教育及び研修を、作業従事者全員に対して実施する。また、

そのための実施計画を策定し、実施体制を確立する。

3 情報セキュリティ

インシデント

管理責任者は、本業務に関し情報セキュリティインシデントが発生した

場合は、速やかに市に対して報告し、指示に従う。また、情報の漏洩等

の事故が発生した場合に備え、市その他の関係者との連絡、証拠保全、

被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するため

に、緊急時対応計画を定める。

4 個人情報の取り扱

い

管理責任者は、個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付、

誤交付、又はウェブサイト等への誤掲載を防止するため、取り扱う個人

情報の秘匿性等その内容に応じ、複数の作業従事者による確認やチェッ



（個別事項）

(7) 施設の維持管理業務

クリストの活用等の必要な措置を講じる。また、市の指示又は承諾があ

った場合を除き、個人情報が記録された資料等を複写・複製してはなら

ない。ただし、事務を効率的に処理するため、指定管理者の管理下にお

いて使用する場合はこの限りではない。

5 廃棄 個人情報が記載されている書類等の廃棄については、市に事前に協議の

上、第三者の手に渡らないよう確実な方法によって処分する。

項目
取扱う個人情報

の内容
取扱い上の留意事項

1 使用申込受付、承

認、使用料徴収業務

申請者の住所、氏

名、電話番号

取得する個人情報は、申請に必要な事項や減免要件

を確認するために必要な事項のみとし、申請者以外

から取得しない。

2 使用者管理 申請者の住所、氏

名、電話番号

担当職員以外は取り扱わないこととする。

3 施設使用状況の

掲示

個人使用者の氏

名

個人が、個人の活動として施設を使用する場合は、

本人の了解なしに、その使用状況を施設の掲示板等

に掲示しない。

業務種別 業務の名称 回数 備考

1 公園の運営に関

する業務

ア 利用案内、保安警備

イ 広報に関する事務

ウ 行為許可に関する業務

エ 使用料の徴収に関する業務

オ バス駐車場の運営・管理に関する

業務

カ 公園の利用者増加に寄与する業 務

随時 別紙「城址公園維持管

理基準書」参照

2公園施設の維持

管理に関する業務

ア 植物管理に関する業務

イ 樹木等病害虫防除業務

ウ 水質管理に関する業務

エ ゴミ収集に関する業務

オ 公園便所の管理及び保守点検に関す

る業務

カ 公園遊具の点検・管理に関する業

務

キ 公園施設の点検・管理に関する業

務

ク 照明設備の保守点検に関する業務

ケ ガス燈保安点検に関する業務

コ 消雪設備管理に関する業務

サ 除雪に関する業務

シ 光熱水費支出等に関する業務

随時 別紙「城址公園維持管

理基準書」参照

3 富山市営城址公

園駐車場の運営管

ア 入場者受付及び施設の維持管理

イ 利用料金の徴収に関する事務

随時 別紙「富山市営城址公

園駐車場の運営管理に



※移動式バスケットゴールの管理は本指定管理業務では取り扱わない。（まちづくり推進課所管）

(8) 修繕費の取扱い

ア 施設及び設備は正常に保持し、適正な使用に供するよう日常的な保守点検を行うとともに、部品

交換や施設の補修修繕を行うこと。

イ 施設及び設備に修繕の必要が生じた場合は、市と事前に協議し、実施後は報告を行うこと。

ウ 当施設においては、年間３，１５０千円の修繕費が生じる見込みであり、これを管理委託料に含

めることとする。このほか、1件あたり５０万円を超える修繕が必要となった場合や、年間見込

額を超える場合については、市と事前協議するものとする。

また、年度末において不用額が生じた場合は、公園施設、地下駐車場それぞれにおいて精算す

るものとする。

なお、施設の種別ごとの年間修繕費の内訳は、下表のとおりとする。

(9) 安全管理及び緊急時対応に関する留意事項

ア 危険な行為による事故の防止や他の利用者への迷惑行為の防止のために公園の利用状況を適宜

把握し、必要に応じてマナーを遵守するよう適切な指導等を行うこと。

イ 災害及び公園内での事故やけが人、急病人が発生した場合に備えて、事故・災害対応マニュアル

及び非常時連絡表を作成し、従事職員に定期的な研修を実施すること。また、予め必要となる機器

（ＡＥＤ等）や備品（薬箱、保安用品等）を用意し、常に良好な状態で使用できるよう点検を行う。

なお、消耗品等の交換に要する経費は、指定管理者が負担すること。

ウ 災害や事故などが発生した場合には、「富山市城址公園及び城址公園地下駐車場 危機管理マニュ

アル」に従い、迅速に応急措置・安全対策を講じること。

エ 災害や事故が発生した場合には、直ちに市に通報するとともに、事故報告書を市が指示する日ま

でに提出しなければならない。

(10) 避難所及び避難場所等(以下「避難所等」という。)開設時の役割

①避難所等を開設する場合の連絡体制

指定管理者は、市が避難所等の開設を決定した場合に備え、施設の開錠を速やかに行えるよう、緊

急連絡体制を整えておくこと。

②避難所等の開設準備（施設の開錠等）に関する事項

指定管理者は、施設の開錠が適切に行われるよう、複数人でカギを保管・管理するなど、カギ保管

者に連絡が取れない等の不測の事態に備えること。

③避難者の誘導や収容に関する役割分担

指定管理者は、施設の安全確認を行い、受け入れスペースの確保に協力するとともに、照明、空調

設備等の操作方法を避難所運営業務従事職員に周知すること。

④避難所等の閉鎖に関する事項等

指定管理者は、市が避難所等を閉鎖するときに備え、施設の施錠及びカギの返納方法について避難

所運営業務従事職員と事前（施設開錠時）に協議すること。

(11) 管理施設及び備品等一覧

①主たる施設と規模

理に関する業務 関する業務仕様書」参

照

公園施設 地下駐車場

２，５００，０００円/年 ６５０，０００円/年



※別紙施設配置図を参照。

【留意事項】

本公園施設のうち松川周辺エリアについては、今後、再整備を行う予定としており、仮に指定管理期

間中に市が整備事業に着手した場合、業務の範囲や内容等を変更する可能性があります。

②備品一覧

ア 城址公園（バス駐車場を含む）

イ 市営城址公園駐車場

種 別 施設名 規模 備考
管理

対象

広 場 芝生広場 8,000㎡ 〇

修景施設 和風庭園 5,000㎡ 〇

親水の庭 756㎡ 〇

景雲池 690㎡ 〇

千歳御門 1箇所 生涯学習課管轄

お濠 9,200㎡ 東濠、西濠 〇

遊戯施設 ブランコ 1基 〇

教養施設 郷土博物館（天守閣） 1棟 郷土博物館管轄

佐藤記念美術館 1棟 郷土博物館管轄

本丸亭

（茶室「碌々亭」および増築棟）
1棟 郷土博物館管轄

便益施設 松川茶屋（松川遊覧船） 1棟 別途管理許可施設

まちなか観光案内所 1棟 別途設置管理許可施設

便所（松川茶屋） 1建屋 男、女、多目的別

便所（芝生広場） 1建屋 男、女、多目的別 〇

便所（バス駐車場） 1建屋 男、女別 〇

城址公園バス駐車場 7台 料金徴収有り 〇

富山市営城址公園駐車場 98台 料金徴収有り 〇

管理施設 管理事務所 189.6㎡ 公園緑地課直営

カラス檻 ３箇所 環境保全課管理

備品等名称 数量 設置場所 設置年度

ＡＥＤ 1 パークセンター R3

監視カメラ 1 バス駐車場トイレ H26

出口全自動精算機 1 バス駐車場 R4

駐車券発行機 1 バス駐車場 H31

ゲート装置 1 バス駐車場 H31

備品等名称 数量 設置場所 設置年度

出口全自動精算機 1 出口 H31

駐車券発行機 1 入口 R4

事前精算機 1 駐車場内 R6

ゲート装置 3 入口、出口 R2

高さ制限装置 1 入口 R4

台数監視盤 1 事務所 H25



２ その他

(1) 保険の加入

市が、次の事故により、住民等第三者の生命若しくは身体を害し、又は住民等第三者の財物を滅失・

き損若しくは汚損した場合において、法律上の賠償責任を負担することによって被る損害をてん補する。

その際の保険は、市が加入している全国市長会市民総合賠償責任保険を適用する。

① 市が所有、使用又は管理する施設に起因する偶然な事故

② 業務に起因する偶然な事故（指定管理者が独自に実施する業務は対象外）

③ 市が福祉施設・保養施設において生産、販売又は提供する飲食物に起因する偶然な事故

てん補限度額は、次のとおりで、免責金額はなし。

※ 自主事業の瑕疵による第三者への補償については指定管理者の判断で必要に応じ保険に加入する

こと。

(2)拾得物及び残置物の処理

拾得物は拾得物の台帳を作成し、原則として所轄の警察署に届け出ること。園内に残置された自転

車等で持ち主が不明なものについては、警察に盗難届等の有無などを照会し所有者への連絡を依頼し

た後に無主物と判明したものは原則、指定管理者の負担で処分する。

(3)業務の継続

指定管理業務の開始時に、現に公園施設の行為許可を受けている利用者、バス駐車場の利用予定者及

び地下駐車場の利用者の継続利用を妨げないものとし、利用者に関する情報は、指定期間終了時には次

期指定管理者に引き継ぐこととする。

(4)災害時の対応

地震や大規模火災の発生時の避難場所として、「広域避難場所」の開設が必要となった場合は、市の指

示に従い、避難者等の受け入れを行うこと。

監視カメラ 22 駐車場内 H31

４０インチモニター 3 事務所 H31

デジタルレコーダー 3 事務所 H31

データ集計コンピュータ 1 事務所 R5

案内灯（満空表示付） 1 場外 H29

出庫注意灯 1 出口 R5

身体賠償 １人につき 5,000万円

１事故につき 5億円

財物賠償 １事故につき 1,000万円



城址公園維持管理基準書

第１ 公園の運営に関する業務

１ 利用案内、保安警備

① 当該公園が指定管理者にて運営されていることを示すため、指定管理者名、連絡先及び設置者と

しての市の市名を市と協議の上、公園内に表示すること。

② 窓口及び電話での対応において、適切に分かりやすく説明するなど、親切丁寧な対応を心がけ、

常にサービス向上に努めること。また、公園に関する要望や苦情、及びトラブル等に対しては、誠

意をもって適切に対応することとし、また、苦情・要望処理報告書を作成し、市に提出すること。

③ 公園内での事故や迷惑行為等を防止するため、園内の巡回警備等により施設の使用状況を適宜把

握し、法令に基づく禁止行為又は制限行為に該当するとみなされる行為を発見した時は、指導を行

うこと。

④ 公園利用者が原因で、公園外に苦情等が発生した場合は、当該者へ指導を行うなどの措置を講じ

ること。

２ 広報に関する業務

公園の魅力向上に向けて、パンフレット、広報誌、ホームページやSNS等への掲載や、メディアの

活用等により公園利用者数増となるような広報活動を行うこと。

３ 行為許可に関する業務

一般の利用者に対しては、行為の許可・承認（以下「行為許可」という。）及び使用料の徴収は要し

ない。ただし、富山市都市公園条例第２条第１項に掲げる次の行為をする場合は、同条例に基づき、

行為許可事務を行うこと。

① 業として写真又は映画を撮影すること。

② 興行を行うこと。

③ 演説、集会、競技会、展示会、撮影会、博覧会その他これらに類する催しをすること。

④ 行商、募金その他これらに類する行為をすること。

⑤ その他、市長が都市公園の管理上必要があると認める行為をすること。

※イベント等で火気を使用する際には、以下の点を守ること。

ア 市が指定する場所・方法で、かつ1名以上の火元責任者（成人に限る）を定めること。

イ 強風時や天候不順等により危険な状態では、使用を中止すること。

※イベント等における公園内への車両の乗り入れについては、その範囲、台数等について、事前に市

と協議すること。

４ 使用料の徴収に関する業務

富山市都市公園条例第９条により、富山市都市公園条例第２条第１項に掲げる行為をする者から、

使用料を徴収するものとする。

なお、徴収した使用料は、市が指定する期日までに、市指定金融機関へ納入しなければならない。

５ バス駐車場の運営・管理に関する業務

（1）運営に関する基本事項

① 対象車両は大型バス、中型バス、小型バス、マイクロバス、その他市長が必要と認めたもの

（例えば公園内でのイベント用作業トラック（バン・平ボディー型の大型、中型、小型トラック



等）などは空き状況を確認し、また、施設の管理上支障がないと判断する場合に受け入れを行うも

の）とし、駐車可能台数は計７台とする。

② 当該駐車場は事前予約制を原則とし、使用開始日の３月前の該当月の初日からの受付とする。

③ 次の各号のいずれかに該当する場合は、駐車を拒否若しくは禁止することができる。

ア 引火性又は発火性の物品その他の危険物を積載しているとき。

イ 他の自動車の駐車を妨げるとき。

ウ 駐車場の施設を汚損又は破損するおそれがあるとき。

エ 前ア～ウに掲げるもののほか、駐車場の管理に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（2）料金徴収

富山市都市公園条例、富山市都市公園条例施行規則及び城址公園バス駐車場管理規則に定める駐

車料金を徴収すること。

なお、徴収した駐車場料金は、市が指定する期日までに、市指定金融機関へ納入しなければなら

ない。この時、キャッシュレス決済にかかる手数料及びシステム使用料（以下「手数料等」という。）

は、決済サービス事業者からの請求に基づき指定管理者が支払うこととする。

（3）管理に関する基本事項

① 安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう各施設を適切に管理する。

② 日常及び定期的な施設の点検と補修修繕、清掃等の保守管理を適切に行う。

③ 機械設備等に故障が生じた場合、迅速に対応するものとし、また重大な故障及び事故が起きた

場合は、速やかに市に報告すること。

④ 作業中に事故が発生した場合には、直ちに市に通報するとともに事故報告書を市が指示する日

までに、市に提出しなければならない。

（4）警備に関する業務

① バス駐車場に異常事態が発生したことを知った場合には、直ちに異常の初期処置を行うととも

に消防署、警察署、市に連絡しなければならない。

② 巡回警備員は、次の各事項を実施するものとする。

ア 機械設備の故障復旧（軽易なもの）

イ 故障復旧が困難な場合の駐車場管制システム保守業者への連絡

ウ 隣接地に波及する危険性の探知予防

エ 危険物、可燃物の異状有無点検

オ その他警備の目的を達成するための点検処置

③ 警備業務に必要な施設の鍵は市の了承を得て借用するものとし、警備業務以外に使用してはな

らない。また、契約期間中は指定管理者の責任をもって確実な場所に保管し、不用となった時

は直ちに市に返還しなければならない。

④ 巡回警備員を配置せず、遠方通報監視装置等による警備を行う場合は、警備の方法について十

分に市と協議を行ったうえで実施するものとする。

（5）付属設備等の保守点検業務

自動精算機、その他の電気設備等について、関係法令や関係規則等の規定に基づき、適切に保守点

検を実施すること。

６ 公園の利用者増加に寄与する業務

次の点に留意して、自主事業による企画の立案・運営や、外部からのイベント誘致、地域との連携

を積極的に行い、賑わい創出につなげることとし、また、売店・自販機等の設置による利便性向上や

公園の環境美化に努めることで公園の魅力を高めることにより、利用者の増加を図ること

① 新規の企画や誘致事業については市と協議の上実施すること。



② 民間事業者からの提案企画において必要となる備品については、指定管理者が用意し、事業者

へ貸し出すことができる。

③ 城址公園内の公共施設（郷土博物館、佐藤記念美術館、まちなか観光案内所等）やイベント主

催者などと情報共有を図りながら、城址公園の公園利用者数の把握に努めること。公園利用者数

の計算方法については、市と協議の上、定めることとする。

④ イベント等で公園利用者が増加すると見込まれるときは、富山市営城址公園駐車場等の関係施

設と連携し、利用者の安全確保に努めること。

第２ 公園施設の維持管理に関する業務

１ 共通事項

① 公園施設を常に最良の状態に維持し、施設利用者が快適に施設を利用できる良質な環境を提供

するとともに、業務の遂行にあたって、確実性、安全性及び経済性に配慮すること。

② 公園施設に異常が発生するなど、公園利用に支障をきたすおそれがあると想定される場合には、

施設利用を一部制限する等のしかるべき対策を行うこと。施工にあたっては、制限の標識、バ

リケードの設備、夜間は赤色灯をつける等の対策を行い、利用者の安全確保を徹底すること。

③ 強風、豪雨、落雷、その他災害等に対しては、天気予報などに注意を払い、常にこれに対処で

きるよう準備をしておかなければならない。

④ 維持管理作業中に事故が発生した場合には、直ちに市に通報するとともに事故報告書を市が指

示する日までに、市に提出しなければならない。

⑤ 一般公衆に迷惑を及ぼすなどの施工方法をしてはならない。

２ 植物管理に関する業務

（1）基本事項

① この仕様書に記載する作業は標準を示したものであり、状況・必要に応じ適切な作業回数を確

保するほか、作業項目、場所、回数等についても、指定管理者が適宜判断して実施すること。

② 樹木等植栽の健全な育成及び風致景観の保全に努め、必要に応じ、散水・施肥等の対策を講じ

ることとし、植栽環境を良好に保つこと。

③ 作業にあたっては、必要があれば事前に関係機関（郷土博物館、佐藤記念美術館、まちなか観

光案内所等）に周知し、公園利用者に危険が及ばないよう、十分な安全対策を講じること。

④ 強風、豪雨、落雷、その他災害等で被害が発生した時は、速やかに処理すること。また、必要

に応じて、樹木点検、診断を実施すること。

⑤ 日常のパトロールで発見した危険木（枯損木や枯れ枝）については、速やかに市に報告し、伐

採等対応を行うこと。

⑥ 作業期間中は、必要に応じて、公園の主要出入口付近など、公園利用者等の安全性を考慮した

箇所に「作業中」の看板を設置すること。

⑦ 除草工及び樹木剪定における発生材の処理については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

に基づき資源化（堆肥化）などの処理を行うこと。なお、やむを得ず一般廃棄物処理施設で処

理できない事情のある場合は、市とその方法について協議することとする。

⑧ 市から指示を受けた業務を完了したときは、その都度、速やかに市に連絡し、その状況を報告

するものとする。

（2）剪定

① 剪定方法

ア 剪定は樹形の骨格づくり、樹冠の整正、こみすぎによる病虫及び枯損枝の発生防止等を目的



として行うものである。

イ 剪定方法には、枝おろし（大枝おろし）、枝すかし、ふところすかし、切り詰め、枝抜き、

切返し、枝はさみ、枝うち、枝かき等があり、それぞれ樹種、形状及び剪定の種類に応じて

もっとも適切な方法により行う。

ウ 樹姿及び樹形の仕立て方は、特に修景上、規格形にする必要がある場合を除き、自然形に仕

立てる。

エ 下枝の枯死を防ぐよう原則として上方を強く、下方は弱く剪定する。また、一般に南側等樹

勢の強い部分は強く、北側等樹勢の弱い部分は弱く剪定する。

オ 不定芽の発生原因となる「ぶつ切り」などは原則として行わない。

カ 花木類は花芽の分化時期と着生位置に注意して剪定する。

キ 剪定した枝葉は、まとめて速やかに処理すると共に樹木周辺をきれいに清掃する。

② 剪定方法

ア 大枝の剪定は、切断箇所の表皮が剥離しないよう、切断予定箇所の数10cm上であらかじめ

切断し、枝先の重量を軽くしたうえ、切返しを行い切除する。大枝の切断面には必要に応じ

て市の指示により防腐処理を施す。

イ 切詰剪定は、主として樹冠の整正のために行い、樹冠外に飛び出した新生枝を、樹冠の大き

さが整う長さに定芽の直上の位置で剪定する。この場合、定芽はその方向が樹冠を作るにふ

さわしい枝となる向きの芽（原則として外芽、しだれやなぎなどは内芽）を残すものとする。

ウ 切返し剪定は、樹冠外に飛び出した枝の切取、及び樹勢を回復するため樹冠を小さくする場

合などに行う。剪定は適正な分岐点より長い方の付け根より切り取る。骨格枝となっている

枯枝及び古枝を切取る場合は、後継枝となる小枝又は新生枝の発生する場所を見つけて、そ

の部分から先端の枝を切取る。

エ 枝抜き剪定は、主として混みすぎた枝の中すかしのために行い、樹形、樹冠のバランスを考

慮しつつ、不必要な枝のつけ根から切取る。

③ 弱剪定

ア 弱剪定とは枯枝、平行枝、徒長枝等樹木の生育上好ましくないものを樹木本来の形、枝張り

のバランス等を考慮しつつ切除することをいう。

イ 主として剪定すべき枝

・枯枝

・成長のとまった弱小の枝（以下「弱小枝」という。）

・著しく病害虫におかされている枝（以下「病害虫枝」という。）

・通風、採光、架線、人車の通行等の障害となる枝（以下「障害枝」という。）

・折損によって危険をきたす恐れのある枝（以下「危険枝」という。）

・樹冠、樹形及び生育上不必要な枝（以下「不要枝」という。）

〇やご（ひこばえ）

〇幹ぶき（胴ぶき）

〇飛び枝（徒長枝）

〇からみ枝

〇逆さ枝

〇きり枝

〇ふところ枝

〇その他（車枝、立枝、対生枝、平行枝等）



ウ 病害虫枝、障碍枝は、全体の樹形を考慮しつつ剪定する。

エ 枯枝、弱小枝等はそのつけ根から切取る。

④ 強剪定

ア 強剪定とは、弱剪定に加えて、樹形の整姿を目的として主枝及び主枝に準ずる枝の切除を行

うことをいう。

イ 芯は原則として止めない。やむを得ず摘芯する場合は、これに代わる別の芯を仕立てる。

ウ 古枝で、先端部が大きなこぶとなっているもの、又割れ腐れ等がある場合は、古枝の途中に

よい方向の新生枝を見つけ、その部分から先端部を切り取り、若い枝と切返すものとする。

（3）刈込み

① 一般事項

ア 枝の密集した箇所は中すかしを行い、刈地原形を十分考慮しつつ、樹冠周縁の小枝について

輪郭線を作りながら刈込む。

イ 据枝の重要なものは、上枝を強く、下枝を弱く刈込む。又針葉樹については萌芽力を損なわ

ないよう、樹種の特性に応じ十分注意しながら芽つみ等を行う。

ウ 花木類を刈込む場合は、花芽の分化時期と着生位置に注意する。

エ 数年の期間をおいて刈込みを実施する場合、年1回の刈込みの際に一度に刈込まないで、数

回の刈込みを通して徐々に刈地原形に仕立てていく。

② 生垣刈込み

ア 枯枝、徒長枝等を剪定し、枝の整理を行った後、一定の幅を定めて、両面を刈込み、天端を

そろえる。

イ 枝葉の疎放な部分には、必要に応じて、枝葉の粗密をなくすよう、枝の誘因を行う。枝の結

束には、しゅろ縄をもちいる。

ウ 刈取った枝葉は速やかに処理する。特に枝葉が樹冠内に残らないようきれいに取去ること。

刈込んだ樹木、寄植等の周辺は、きれいに清掃する。

（4）施肥

① 一般事項

ア 所定の施肥量を肥料、施肥の種類（寒肥、追肥等）及び、各樹木の適性、生育状態に適合す

るものを適量使用すること。（例：化成肥料（N：P：K）＝6：4：3 100ｋｇ/1,000㎡）ただ

し、特に市が指示する場合はこの限りではない。

イ みぞ及び縦穴の掘削に際しては、樹根に損傷を与えないよう注意する。

② 生垣施肥

ア 寒肥は、生垣の両側に縦穴を1箇所ずつ計2箇所1本ごとに掘り、底に所定の肥料を入れ覆

土する。縦穴の深さは20cm程度とする。

イ 追肥は、生け垣の両側に平行に深さ20cm程度の溝を掘り溝底に所定の肥料を敷き込み覆土

する。樹勢の強弱により施肥量を増減する。

ウ 縦穴、溝の位置は細根の密生部分より外側とする。

③ 下木施肥

ア 1本立ち及び小規模な寄植えの場合

輪肥、壺肥を主体とし、その方法は上記施肥に準ずる。



縦穴及び溝の深さは20cm程度とする。

イ 列植の場合

生垣施肥に準ずる。

ウ 群植、大規模な寄植えの場合

有機質肥料については、1㎡当り3箇所の縦穴を掘り、底に所定の肥料を入れ覆土する。化

成肥料については、植込内に均一に散布する。

（5）除草

① 草刈り

ア 草地内にある石、あき缶等障害物はあらかじめ取除く。

イ 樹木、株物、柵等を損傷しないよう注意し、刈りむら、刈残しのないよう均一に刈込む。

ウ 樹木、株物、柵等の周辺も刈残しのないよう仕上げる。又それらにからんでいる蔓性雑草も

きれいに除去する。

エ 刈草は毎日指定箇所に運搬集積し、適切に処分するとともに刈跡はきれいに清掃する。

② 抜取除草

ア 既存地被類をいためないよう除草器具などを用いて根ごと取除く。

イ 抜き取った雑草は、適切に処分すると共に、除草跡はきれいに清掃する。

③ 薬剤除草

ア 除草剤は、発生した雑草等を見極め、効果的な登録農薬を適量で使用すること。

イ 実施に先立ち、対象となる雑草の種類、生育段階（休眠期、発芽期、幼葉期、盛期）、除草剤

に対する性質等並びに使用する除草剤の使用方法、実施日、及び公園利用者への周知徹底の

方法について市と協議する。

ウ 散布日は、風、日照、降雨等の天候条件を考慮し、薬害及びドリフトに十分注意して実施す

る。

エ 希釈液は、規定の濃度となるように正確に希釈混合し、規定量をむらなく均一に散布する。

オ 植込地内の下木、草花、公園利用者及び隣地等にかからないよう十分注意すること。

カ 吸収移行型（例：グリホサートカリウム塩剤： １ℓn/1,000㎡）を使用すること。展着剤は

機能性エーテル型５～１０ｍℓ/10ℓ等とし、散布水量は0.2ℓ/㎡を標準とする。これにより難

い場合は、市の承諾を受けること。

（6）芝生地

① 刈込み

ア 芝生地内にある石、あき缶等障害物はあらかじめ取除く。

イ 芝生地内にある樹木、草花、施設等を損傷しないよう注意し、刈むら、刈残しのないよう均

一に刈込む。

ウ 樹木の根際、さく類のまわりなど、機械刈りの不適当又は不能の場合は手刈りとする。

エ 縁切りは、寄植え、施設等にはほふく茎が侵入しないよう寄植類にあっては、樹冠の垂直投

影線より10cm程度外側で垂直に切込み、せん除する。

オ 刈取った芝は、すみやかに処理するとともに、刈跡はきれいに清掃する。

カ 芝生の刈り高は4㎝±1センチの範囲とする。



② 施肥

ア 芝生の生育状態に適合するものを適量使用すること。（例：ホルム態窒素 (N:P :K：Mg) =

10 : 10 : 10 : 3 80kg/ 1,000㎡）ただし、とくに市が指示する場合はこの限りではない。

イ 所定の施肥量を芝生面にむらのないよう均一に散布する。

ウ 肥料を施す場合は、原則として降雨直後等で葉面がぬれているときは行わない。

③ 目土かけ

ア 目土は植物の根茎、ガレキ等がなく、必要に応じてふるい分けしたものをもちいる。土壌改

良剤及び肥料を混入する場合は、規定の混入率となるよう、念入りに混合する。

イ 目土は3mm (5, 500kg/ 1, 000㎡）を標準とし、とんぼ等を用いて、むらなく均一に十分す

り込む。なお、芝生面に不陸がある場合は、不陸調整を勘案しながら行う。

ウ 目土は、山砂又は洗砂とする

④ 除草

＜抜取除草＞

ア 芝生をいためないよう、除草器具などをもちいて、根よりていねいに抜き取る。

イ 抜き取った雑草は、すみやかに処理するとともに、除草跡はきれいに清掃する。

＜薬剤除草＞

ア 除草剤は、発生した雑草等を見極め、効果的な登録農薬を適量で使用すること。

イ 実施に先立ち、対象となる雑草の種類、生育段階（休眠期、発芽期、幼葉期、盛期）除草剤

に対する性質等、並びに使用する除草剤の使用方法、実施日、及び公園利用者への周知徹底

の方法について市と協議する。

ウ 散布日は、風、日照、降雨等の天候条件を考慮し、薬害及びドリフトに十分注意して実施す

る。

エ 希釈液は、規定の濃度となるよう正確に希釈混合し、指定量をむらなく均一に散布する。

オ 芝生地の灌木、草花、公園利用者及び隣地等にかからないよう十分注意する。

カ 春施用では土壌処理除草剤と茎莱処理除草剤の混合（例：フラザスルフロン剤0.02ｇ/㎡、

もしくはリムスルフロン剤0.005g/㎡とハロスルフロンメチル剤0.035ｇ/㎡など）、また秋

施用では土壌処理除草剤と茎葉処理除草剤の混合（例：プロジアミン剤0.15ｇ/㎡とイソキ

サベン・フロラスラム剤0.04ｇ/㎡）を使用すること。展着剤は機能性エーテル型５～１０

ｍℓ/10ℓ等とし、散布水量は0.2ℓ/㎡を標準とする。これにより難い場合は、市の承諾を受け

ること。

キ 除草剤散布に際して、芝生の根に障害の発生が起こらないように考慮するとともに、長期に

渡り持続性の保たれるよう考慮すること。

（7）雪囲い

ア 積雪に耐えるよう、樹種に応じた雪囲いとすること。

イ 雪囲いの撤去にあたっては、竹、縄等のくずを残さないよう清掃すること。

ウ 雪囲い撤去後は、枝整姿を行い、乱れた枝等は適宜整えるものとする。

（8）清掃

① 全面清掃

ア 植込み地内のくず籠、吸い殻入れ、及びその周辺のゴミを取りこぼしのないようにかき集め、

衛生管理上適切かつ公園利用者の利用を妨げない場所に運搬処理する。



イ 植込み地内に散乱するゴミ類と共に、落ち葉、落ち枝等も竹ぼうき等によりかき集め、公園

利用者の利用を妨げない場所に運搬処理する。なお、できるだけ、土を含めないよう注意す

る。

ウ 可燃性ゴミと不燃性ゴミとに分離する場合は、それぞれ確実に仕分けし、指定方法により処

理する。

② 選択清掃

ア ゴミ、あき缶などをひとつひとつ取除き、指定箇所に運搬処理する。

イ その他は「全面清掃」に準ずる。

３ 樹木等病害虫防除業務

（1）基本事項

ア 病害虫の発生を確認したときは、速やかに業務を行うものとする。

イ 作業時には、立て看板の表示等により、散布区域内への立ち入りに最大限の配慮を行い、対策

を講じることとする。

ウ 枝切り防除により発生した切枝は、焼却可能な場所まで運搬し、処分をするものとする。

エ 薬剤散布は、使用する薬品及びその濃度について市の指示に従うものとし、薬品の取扱上の注

意に留意し、危険防止に務めるものとする。

オ 農薬の飛散によって周辺住民、子ども等に健康被害を及ぼすことがないよう、農薬取締法を遵

守し、農薬取締法に基づく「農薬を使用するものが遵守するべき基準を定める省令」及び農林

水産省、環境省連名通知「住宅地等における農薬使用について」に則した農薬の使用を行うも

のとする。

４ 水質管理に関する業務

（1）濠水質改善業務

① 基本事項

ア この仕様書に記載する作業は標準を示したものであり、状況・必要に応じ適切な作業回数を確

保するほか、作業項目、場所、回数等についても、指定管理者が適宜判断して行い、水質を良

好に保つこと。

イ 定期的に施設に異常がないか巡回すること。

② 業務内容

ア 銅イオン（エコファイバー）は、下記に示した４箇所に、それぞれ２．５ｋｇずつ充填し、配

置する。初回設置後、藻の発生具合を考慮しながら、おおよそ３０～４０日くらいの間隔で計

画的に新しいものに年５回を標準として詰め替えることとする。銅イオンの詰め替えを実施す

る際には、濠内の水抜き、水入れ作業も併せて行わなければならない。ただし、これによりが

たい場合は、市の承諾を受けなければならない。

イ 銅イオン（エコファイバー）は、次の箇所に設置することとする。



既存マイクロバブル発生装置設置箇所

水の流れ

銅イオン（エコファイバー）設置箇所

給水ポンプ

撹拌装置（水中ファン）設置箇所

（2）和風庭園水質等管理業務

① 業務内容

ア 滝ポンプ、小滝ポンプ、ろ過ポンプ、濾過機、自動給水装置、噴水制御盤、ろ過装置、減菌装

置、制御盤を対象に、ピット、池、池の藻除去とともに、次の事項の点検を実施する。

Ａ 全体

・各機器の起動・停止作業

・吐出圧力測定・調整

・回転部グリスアップ・点検

・塗装部点検・タッチアップ

Ｂ ポンプ

・駆動状況確認・調整

・機器破損状況確認

・各付属機器点検

Ｃ ケーブル

・漏水点検

・絶縁チェック

・破損状況点検

Ｄ 操作

・各機器の絶縁チェック

・メーター類作動状況確認・調整

・指示値確認・調整

・各スイッチ・タイマー類作動状況確認・調整



Ｅ 濾過機

・作動状況の確認・調整

・機器破損状況確認

・濾材点検

Ｆ バルブ・弁類

・ボルット締め付け

・パッキン類の漏洩等点検

・作動確認・点検

Ｇ 制御盤

・機器類の作動確認・調整

・受電電圧端子の電圧確認

・警報、保護回路の作動確認

・手動、自動スイッチによる作動確認

・タイマー異常の確認

・保護用ヒューズの劣化、断線確認

・盤内換気扇、蛍光灯、ドアスイッチの作動確認

・盤内外の発錆、損傷確認

・扉の開閉、施錠確認

Ｈ その他

・池水位のチェック

・池内浮遊物の除去及び池・ピット清掃

・薬剤投入

・池内残留塩素の濃度確認

・季節によるタイマー調整・設定

・異常音・異常振動の確認

・操作室内の整理整頓

・長期間停止時前の処置（機器類・盤類の結露凍結対応）

・長期間停止時中の機器類の巡回作動確認

・補給水作動状況確認・調整

イ ポンプの運転期間は別紙ポンプ稼働表のとおりとする。

なお、ろ過施設停止中であっても定期的に施設に異常がないか巡回すること。また冬季のポン

プ休止期間については、凍結による配管の破損がないか点検を行うものとする。

ウ 堆積汚泥処理における廃棄物の処理については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づ

き処理を行うこととする。また、廃棄物の処理量（重量）は、必ず計量を行い計量伝票は厳重

に保管すること。

エ 薬剤補給及び残留塩素濃度測定は次のとおりとする。

薬剤の補給量は、池及び水路の指定した測定箇所（別紙図面参照）において、残留塩素濃度が

概ね0.2～1.0mg/Lになるよう調整すること。調整困難な場合は直近の測定日において改善を

図ること。それでもなお困難な場合は市と協議すること。

残留塩素濃度測定は、池及び水路の指定した測定箇所において、運転期間中に週１回（計３６

回）測定をすること。測定結果及び藻の発生状況を報告すること。ただし、これによりがたい

場合は、市の承諾を受けなければならない。



② 作業回数等

５ ゴミ収集に関する業務

① 基本事項

ア 園内を常に清潔な状態に維持するため、ゴミを収集し適切に処理しなければならない。

② 業務内容

ア 城址公園内の清掃を行い、可燃物と不燃物に分別した上で、市公認の処理場まで収集運搬及び

処理を行う。

イ 濠、池及び滝についても、ゴミや藻が滞留している場合、回収し可燃物と不燃物に分別した上、

処理場まで収集運搬及び処理を行う。

ウ 収集するゴミの種類は次のとおりとする。

Ａ類 菓子袋、弁当容器等比較的大きな可燃物

Ｂ類 飲み物空き缶、空きビン等比較的大きな不燃物

Ｃ類 タバコの吸殻、飲み物蓋等比較的小さなゴミ

Ｄ類 その他、作業日に回収不可能な大きなゴミ

エ 公園内に点在するＡ類、Ｂ類のゴミを収集し、衛生管理上適切かつ公園利用者の利用を妨げな

い場所へ集積するものとする。また、出動一回ごとの重点箇所を定め、Ｃ類のゴミも同様に集

積するものとする。Ｄ類のゴミについては、その都度市に報告するものとする。

名 称 摘 要

ろ過装置保守点検 1回/年

ろ過ポンプ絶縁抵抗測定・制御盤

点検
1回/年

配管チェック・各装置ボルト確

認・タンク清掃

薬品補充点検

44回

（4-6月、10-12月 週1回

7-9月 週2回）

残留塩素測定 44回

薬剤投入 44回 （ハイライトＭＴ（5kg/回））

池清掃

水張り・水抜き 2回（清掃時1回、休止開始時：0.5回/2回）

池清掃 1回

1回

ピット清掃 1回

1回



オ 所定の集積所のゴミを、可燃物と不燃物に分別し、ゴミ収集車により、市公認の処理場まで持

ち込むものとする。

カ カラス等の被害については、最大限の工夫･努力を行ったうえで、解決できない場合のみ市に相

談のこと。

キ 花見時期の収集日については、指定管理者が現場の状況を確認のうえ、公園利用者の利用を極

力妨げないよう配慮し、決定する。

③ 作業回数

１週間あたりの収集運搬回数 平常期間 １回/週

花見期間 ２回/週

冬期間 １回/週

６ 公園便所の管理及び保守点検に関する業務

① 基本事項

ア 安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう公園便所を適切に管理する。

イ 「作業中」の看板等の表示を行うものとする。

ウ 使用する洗剤等の安全対策を行い、事故の無いようにし、特に、作業を単独で行う場合には、

十分配慮しなければならない。

エ 市が定める作業チェックリストを清掃用具保管庫の扉裏面等に設置すること。

② 業務の対象

芝生広場（便所）及びバス駐車場（便所）を対象とする。

③ 日常清掃の業務内容

ア 床面の清掃

１ 床面はほうき等で掃いた後、モップによる水拭きを行うこと。

２ 清掃後は、床面の排水を行うこと。

３ 排水口のゴミ等を除去すること。

イ 便器の清掃

１ 専用洗剤で洗浄すること。

２ 詰まりがある場合は、異物等を除去すること。

３ 小便器感知洗浄システムの感知器本体に直接、水をかけないこと。

ウ 洗面台、鏡の清掃

洗剤を用いて洗浄し、最後に乾拭きより水滴を取ること。

エ ゴミ及び吸い殻の回収

ゴミ箱及び吸い殻入れから回収し、洗浄後に元の位置に戻すこと。

オ 壁、窓及び天井の清掃

１ クモの巣及びほこりを取り除くものとする。

２ 直接、水をかけないこと。

カ ペーパー等消耗品の補充

トイレットペーパー、水石鹸を補充すること。

キ 用具の整理整頓

清掃用具は、整理整頓して収納すること。



④ 定期清掃の業務内容

ア 便器の清掃（２週間に１回）

内側の隠れた部分、目皿を専用洗剤で洗浄すること。

イ 照明器具、換気扇の清掃（月に１回）

水拭きまたは洗剤を使用し、ホコリ、汚れを取ること。汚れの状況によっては、器具を取り外し

て行うこと。

ウ 尿石の除去及びタイルの目地の清掃（月に１回）

ワイヤーブラシ等を用いて、薬品洗浄をして汚れを除去すること。

⑤ 保守点検

清掃を行うときに、次の各項に掲げる保守点検を行い、異常がないか確認を行うこと。異常を

確認した場合は、市に速やかに報告をしなければならない。

１ 便器や洗面器具等の給排水施設について、漏水及び破損の有無の点検

２ 照明等、電気設備の作動点検

３ 扉、壁等、施設の破損及び落書きの有無の点検

⑥ 作業回数

７ 公園遊具の点検・管理に関する業務

① 基本事項

日常及び定期的な点検と安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう補修修繕、清掃等の保守

管理を適切に行うこと。

② 業務の対象

４連ブランコ（柵含む。） １基

③ 業務内容

ア 安全度判定については、遊器具点検調査票を作成し、項目ごとに調査し、評定すること。また

遊具毎の健全度総合判定を行うこと。

イ 国土交通省「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改定第２版）」及美（一社）日本

公園施設業協会「遊具の安全に関する基準 JPFA－SP－S：２０１４」に基づいて行うこと。

ウ 遊具の点検は、（一社）日本公園施設業協会が認定、登録した「公園施設製品整備技士」あるい

は「公園施設点検技士」資格を有する者であること。

箇所名

便器

個数

（個

）

清掃面積

（㎡）

延清掃

面積

（㎡）

清掃回数（日常清掃）

平常期間

（回/週）

花見期間

（回/４月

１週）

富山まつ

り対応

（回）

冬期間

（回/週）

自由広場※ 9 61.00

12,261.

0 4 14 2 3

バス駐車場 13 60.50

12,160.

5 4 14 2 3



エ 遊具点検の調査票の評定が悪い場合は、悪い箇所の写真を撮ること。

オ 点検した遊具が使用に耐えないと判断される場合は、使用禁止、危険防止対策を施した後、速

やかに報告すること。

８ 公園施設の点検・管理に関する業務

① 基本事項

日常点検と安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう清掃及び補修・修繕を適切に行うこと。

② 業務の対象

四阿、橋、バーゴラ、ベンチ、防護柵、排水路

９ 照明設備の保守点検に関する業務

① 基本事項

ア 城址公園内に設置されている全ての照明設備の保守点検を行う。

イ 安全性、機能性及び良好な景観の確保がなされるよう適切に管理する。

ウ 定期的な点検と補修修繕等の管理を適切に行う。

② 業務内容

ア 照明設備の支柱や地際について、劣化状況（塗装の状態や腐食の有無等）を点検し、安全上、

機能上又は良好な景観を維持する上で問題があると判断した場合は、速やかに市に報告し、補

修修繕を行うこと。

イ 照明の不点灯等の異常を確認した場合は、部品交換や補修修繕を行うこと。

１０ ガス燈の保守点検に関する業務（令和５年度設置完了予定）

① 基本事項

ア 南西広場に設置されたガス燈の保守点検を行う。

イ ガス燈保安点検業務の作業内容は別表Ⅰのとおりとする。

② 業務内容

ア 専門業者による点検は日常点検と定期点検の２種類とし、その回数は次のとおりとする。

［日常点検］

毎月１回実施し、異常の有無を確認及び異常があれば修理する。

［定期点検］

年間２回実施し、別紙ガス燈保守作業記録表の全項目について点検する。

別表Ⅰ（作業内容）

機器等 作業内容

１ ガス燈本体 外観検査

２ ガスバーナー類 着火・流量・確認

３ ガスコック ガス漏れ・グリスアップ

４ 着火装置 清掃・調整

５ スパークプラグ 清掃・調整

６ 熱電対 清掃・調整

７ 燃焼状況 確認

８ 燈（頭）部ガラス外側 変形調整・清掃

９ 〃 内部 変形調整・清掃



*ガス警報装置は、設置後５年ごとに新品と交換する。

１１ 消雪設備管理に関する業務

① 業務内容

融雪設備の制御盤及び融雪装置を対象に、融雪ノズルの清掃とともに、次の事項の点検を実施する。

ア 全体

１ 各機器の起動・停止作業

２ 吐出圧力測定・調整

イ 融雪ノズル

１ 水量調整

ウ ポンプ

１ 駆動状況確認・調整

エ 操作

１ 各機器の絶縁チェック

２ メーター類作動状況確認・調整

３ 指示値確認・調整

４ 各スイッチ・タイマー類作動状況確認・調整

オ バルブ・弁類

１ ボルト・ナット締め付け

２ パッキン類の漏洩等点検

３ 作動確認・点検

カ その他

１ 季節によるタイマー調整・設定

２ 異常音・異常振動の確認

１２ 除雪に関する業務

ア 降雪期においては、積雪が２０㎝以上となり公園内の歩行に支障が生じる場合は、各施設への主要

動線を優先して園路の除雪を行うこと。除雪範囲については、別紙園内除排雪図参照。

イ バス駐車場については、駐車場の一部を除雪後の雪置き場として利用しても構わない。ただし、駐

車場利用者の確保のため、５台分以上の駐車スペースを確保すること。大雪時の対応（排雪等）が

必要となった場合は、別途市と協議すること。

なお、積雪が１０㎝を超え、気象情報からさらに降り続くと予想される場合には、市から除雪車が

出動して駐車場入り口からバス駐車場内にかけての除雪を行う。

ウ 塩化カルシウム散布は、融雪用として実施することとし、景雲橋、その他必要と思われる箇所に散

布すること。

１３ 光熱水費等支払いに関する業務

城址公園光熱水費の支払いについては、以下の点について留意すること。

（1）水道料金

指定管理に含まない施設分を含めた金額で一括して請求があるので、各施設管理者からの使用

１０ マントル（発光体） 輝度確認・部品交換

１１ 電装関係 点検

１２ ガス警報器 作動確認・点検・交換*

１３ 緊急時の対応 応急対応（ガス・電気遮断）



量報告に基づき料金を按分し、富山市上下水道局へ報告すること。その後改めて、水道料の請求

が届くので、その料金を支払うこと。

（2）電気料金

市政情報掲出パネル使用に伴う電気料金について、使用者から提出された明細書に基づき、使

用者に請求すること。

道路管理者富山県と城址公園が相互に効用を兼ねる部分（井戸）について、その電気使用料金

を指定管理者は電力会社に全額支払った後、道路管理者の負担分を相手方に請求すること。



富山市営城址公園駐車場の運営管理に関する業務仕様書

１ 地下駐車場の施設運営に関する業務

施設利用者が快適に地下駐車場を利用できる状況を維持するとともに、業務の遂行に当たって、確

実性、安全性及び経済性に配慮すること。

（１） 基本事項

ア 対象車両は富山市駐車場条例、富山市駐車場条例施行規則に定める大きさの自動車とする。

また、駐車可能台数は計９８台とする。

イ 次の各号のいずれかに該当する場合は、駐車を拒否若しくは禁止することができる。

① 引火性又は発火性の物品その他の危険物を積載しているとき。

② 他の自動車の駐車を妨げるとき。

③ 駐車場の施設を汚損又は破損するおそれがあるとき。

④ 前①から③号までに掲げるもののほか、駐車場の管理に支障を及ぼすおそれがあるとき。

ウ 管理運営に当たり、業務が支障なく行えるよう必要な人員を配置すること。

エ 指定管理者は、駐車場の施設内外にある既存の機器等を使用して管理運営すること。

オ 駐車対象外車両等の駐車の拒否・誘導に注意すること。また、駐車場内の混雑時、入庫待ち

による駐車場外の混雑時及びトラブル等の発生時に、適切な案内及び誘導を行うなど、駐車場

内外の混雑の解消及び事故防止に努めること。

カ 利用者の意見や要望等を管理運営に反映し、サービスの向上を図る等、利用者に配慮した管

理運営を行うこと。

キ 非常時の対応マニュアル及び連絡網の作成等、非常時に対応することができる体制を整備

し、緊急時の連絡体制を確保すること。

ク 強風、豪雨、落雷、その他災害等に対しては、天気予報などに注意を払い、常にこれに対処

できるよう準備をしておかなければならない。また、災害、事故、犯罪等の非常事態の発生が

予想されるとき又は発生したときは、駐車場の施設及び周辺の状況を把握し、直ちに本市に報

告するとともに、駐車場の施設の管理保全に努め、被害拡大の防止を図ること。

（２）使用料の徴収に関する業務

ア 富山市駐車場条例に定める駐車料金を徴収すること。徴収した駐車料金は、市が指定する

期日までに、市指定金融機関へ納入しなければならない。

イ 利用者が富山市駐車場条例第５条の２第１項の規定により特定商業団体が発行する特別

駐車券を利用した場合は、同条で定める駐車時間に係る料金を除いて、利用者から徴収する

こと。なお、特定商業団体とは「株式会社富山市民プラザ」、特別駐車券とは「２時間駐車

サービス券（Ｒ７年度実績：３７６件）」を指すもの。

ウ 特別駐車券に係る料金は、利用者から徴収せず、特定商業団体に後日、請求すること。

エ 特別駐車券に係る料金は、利用者が使用した日の属する月の翌月の末日までに、特定商業

団体から徴収すること。

オ 特別駐車券に関する特定商業団体との契約は指定管理者が行うこと。

カ キャッシュレス決済に係る手数料は、決済サービス事業者からの請求に基づき指定管理者が支

払うこと。

【参考】令和７年度のキャッシュレス決済に係る手数料（精算機２台分、税込）

項目 金額

システム管理費 ３９，６００円/年



（３）その他、地下駐車場の運営に関して必要と認める業務

ア 駐車場で導入している障害者等用駐車区画の適正利用を促進する「富山県ゆずりあいパーキン

グ（障害者等用駐車場）利用証制度」の周知、啓発を行うこと。また、現場を定期的に確認し、

適正に利用されていない場合には、対策を講じること。

イ 駐車場に整備された妊産婦や親子連れが優先的に利用できる「おやこパーキング」が適正に利

用されるよう、利用者に対して周知、啓発を行うこと。また、現場を定期的に確認し、適正に利

用されていない場合には、対策を講じること。

ウ 別紙「障害者等の富山市営駐車場の利用支援に関する要綱」に定める、身体障害者等による

地下駐車場の利用支援業務（Ｒ７年度実績：３０４件）を適切に実施すること。

エ 指定管理者公募時に提案した自主事業を実施すること。また、指定期間中に新たな自主事業

を行う場合は、本市に提案の上、承認を得て実施すること。

オ 本市は、指定管理者に対して駐車場の管理運営及び経理の状況に関して定期又は必要に応じ

て報告を求めることができる。

カ 利用者等からの問い合わせ、要望、苦情等の処理、本市との連絡調整その他の適切な対応を

行うこと。

キ 市営駐車場の周辺で混雑が予想される催事が行われる場合は、安全に配慮して適切な処置を

講じること。

ク 市が駐車場に関連する政策及び改修工事等を実施する場合には、指定管理者は誠実に協力す

ること。

（４）運営体制及び人員配置等

ア 指定管理者は、施設の円滑な管理運営を図るため、組織及び運営体制を整備すること。

イ 従事者の勤務体制を施設の管理運営に支障がないように整備し、利用者の要望に応えられる

体制を構築するとともに、従事者の負傷、疾病その他の理由により業務遂行に支障がある場合

には、速やかに交代要員を確保する等の対策を講じること。

ウ 指定管理者は、労務管理、安全衛生管理等についての関係法令を順守し、管理運営を効率的

に行うための適正な人数の職員を配置すること。

エ 指定管理者は、従事者の資質を高めるため、計画に基づいて研修を実施するとともに、施設

の管理運営に必要な知識及び技術の習得に努めること。

電子マネー初期費用 ２２，０００円/年

QRコード初期費用 ２２，０００円/年

システム基本料 ４，８４０円/月

LTE通信費 １，５４０円/月

クレジット決済利用料 ３，３００円/月

クレジット接続料

（クレジット決済利用件数により異なる（３円、７円又

は９円））

１６，０９０円/年

電子マネー決済利用料 ４，４００円/月

QRコード決済利用料 ４，４００円/月

利用手数料

（決済時利用ブランドにより異なる（２．５％から３．

８５％まで））

１０５，７７０円/年

合計 ４２７，２２０円/年



オ 従事者は、施設の管理運営に係る業務に従事する間は名札を着用し、公の施設の管理運営に

従事する自覚を持って勤務すること。

カ 指定管理者は、本市が指示する場合には、業務の執行体制について改善すること。

（５）防災対策

ア 指定管理者は、自然災害、人為災害、事故等の不測の事態（以下「災害等」という。）があっ

た場合は、避難誘導をはじめとした利用者の安全確保を遅滞なく行う等、必要な措置を適切に

講じること。

イ 指定管理者は、災害等が発生した場合は、本市をはじめ関係機関に通報すること。

ウ 指定管理者は、災害等が発生した場合の施設利用について本市と協議すること。また、災害等

に関する警報が発令された場合、本市と協議の上、施設の維持管理に当たること。

エ 指定管理者は、災害等に備えてマニュアルを含む防災計画を策定し、従事者に指導すること。

オ 指定管理者は、定期的に避難訓練を実施するとともに、日頃から地域住民との連携について配

慮すること。

カ 指定管理者は、消防署等から指摘があった場合には直ちに改善すること。

２ 地下駐車場の維持管理に関する業務

地下駐車場を常に最良の状態に維持し、施設利用者が快適に施設を利用できる良質な環境を提供す

るとともに、業務の遂行にあたっては、確実性、安全性および経済性に配慮すること。

（１） 基本事項

ア 安全面、衛生面、機能面の確保がなされるよう各施設を適切に管理する。

イ 日常及び定期的な施設の点検と補修修繕、清掃等の保守管理を適切に行う。

ウ 機械設備等に故障が生じた場合、迅速に対応するものとし、また、重大な故障及び事故が起き

た場合は、速やかに市に報告すること。

エ 駐車場の管理運営を行うために必要な消耗品は、管理運営に支障を来すことのないよう、適時、

指定管理者が自己の責任及び費用において備えておくこと。また、消耗品(事務用消耗品及び管理

用消耗品)の購入及び修繕(物品修繕及び施設修繕)を実施する場合は市内業者へ発注するよう配

慮すること。

オ 作業中に事故が発生した場合には、直ちに市に通報するとともに事故報告書を市が指示する日

までに、市に提出しなければならない。

（２） 主な業務の概要及び令和７年度の所要経費 （円）

業務の名称 回数 実施時期 所要経費 備考

防火設備点検 2 ６月毎 594,000

エレベーター点検 12 毎月 739,200

防火設備定期検査報告 1 年1回 44,000

駐車場管制システム点検 12 毎月 988,020

清掃及び廃棄物収集 通年 ・管理室ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ階

段便所大清掃年２回

（66,000円）

・廃棄物収集週１回

（79,200円）

・蛍光灯回収（随時）

（11,891円）

157,091

電気保安 12 毎月 227,040

自動ドア点検 4 ３月毎 118,800



３ 業務内容

（１）警備業務

ア 警備は原則、巡回警備員による巡回警備とする。巡回警備員は地下駐車場、その他敷地内

の施設財産を巡視しなければならない。

イ 地下駐車場に異常事態が発生したことを知った場合には、直ちに異常の初期処置を行うと

ともに消防署、警察署、市に連絡しなければならない。

ウ 巡回警備員は、次の各事項を実施するものとする。

① 地下駐車場内部及び外周の巡視

② 依頼及びインターホンでの呼出による下記の応対

・地下駐車場利用者への利用方法等のアドバイス

・機械設備の故障復旧（軽易なもの）

・故障復旧が困難な場合の駐車場管制システム保守業者への連絡

③ 隣接地に波及する危険性の探知予防

④ 危険物、可燃物の異状有無点検

⑤ その他警備の目的を達成するための点検処置

⑥ 巡回警備報告書の提出

エ 警備業務に必要な施設の鍵は市の了承を得て借用するものとし、警備業務以外に使用して

はならない。また、契約期間中は指定管理者の責任をもって確実な場所に保管し、不用とな

った時は直ちに市に返還しなければならない。

巡回警備員を配置せず、遠方通報監視装置等による警備を行う場合は、警備の方法につい

て十分に市と協議を行ったうえで実施するものとする。

オ 地下駐車場出入口付近（地上部）の交通安全を確保するための体制を整えるものとする。

（２）清掃業務

清掃は、日常清掃を１日１回行うこと。定期清掃は管理室、エレベーターホール及び階段を対

象に年２回行うこと。清掃に使用する洗剤及び薬剤類は、厳密に選択し、使用に際しては既設の

材料、装飾部品に損傷又は汚染しないように注意すること。

ア 管理室内清掃は、汚れに応じて、掃き掃除、モップがけを行う。

イ 階段、エレベーター内、ホールの日常清掃は、掃き掃除、汚れに応じてモップがけを行

う。定期清掃は、自在掃、ダストモップ、掃除機等で床の埃を除去する。洗浄液を床面に塗

布し、ポリッシャーにて洗浄する。洗浄後、汚水を回収し、水拭きモップで拭き上げる。樹

脂ワックスを均一に塗布し、送風機で乾燥させる。

ウ 定期清掃は、自在掃、ダストモップ、掃除機等で床の埃を除去する。洗浄液を床面に塗布し、

ポリッシャーにて洗浄する。洗浄後、汚水を回収し、水拭きモップで拭き上げる。樹脂ワック

スを均一に塗布し、送風機で乾燥させる。

エ 便所清掃は、便器、床、洗面台等の洗浄を行う。トイレットペーパー、石鹸水の配備及び

塵芥の集積を行う。

（３）廃棄物処理業務

廃棄物処理は、地下駐車場が排出する可燃物（週１回）及び不燃物（月１回）の収集運搬処理を

行うこと。

（４）防火設備等点検業務

ア 防火設備点検（消防用設備等点検）は、消火器、泡消火設備、自動火災報知設備、誘導灯、

計 － － 2,868,151



二酸化炭素消火設備、屋内消火栓設備、非常電源（自家発電設備）、排煙設備を対象に、機器

点検（年１回）、総合点検（機器点検含む）（年１回）実施すること。

イ その他の付属設備等の保守点検業務

駐車場管制システム、エレベーター、自動ドア、自動精算機、非常用発電機、その他の電気設

備等について、関係法令や関係規則等の規定に基づき、適切に保守点検を実施すること。

また、排水ポンプを含む関連設備についても、年１回以上の点検を実施し、正常な動作を確保

すること。

４ 関係者の駐車場利用

指定管理者ならびに点検等の委託業者の駐車場利用に関しては、勤務時間内あるいは業務に要す

る必要最低限の時間において、必要最低限の台数に限り駐車場を無償で利用することができる。

イベント等の利用者に対して地下駐車場利用者への駐車料金の減免は認めない。ただし、主催者

等の負担において回数券等を交付することは可能である。



城址公園及び富山市営城址公園駐車場の管理運営業務に関する基本協定書

富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、富山市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年富山市条例第３０９号。

以下「手続条例」という。）第８条の規定により、城址公園及び富山市営城址公園駐車

場の管理運営業務（以下「管理業務」という。）について、次のとおり基本協定を締結

する。

（趣旨）

第１条 この基本協定は、城址公園及び富山市営城址公園駐車場（以下「城址公園等」

という。）の管理運営に関し必要な事項を定めるものとし、甲及び乙は、この基本協

定に従い、信義に従って誠実にこれを履行しなければならない。

（指定期間等）

第２条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和９年４月１日から令和１３

年３月３１日までとする。

２ 管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（管理業務等の範囲）

第３条 乙が行う業務の範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 城址公園等の施設及び付属設備等の維持管理に関する業務

(2) 城址公園等の使用許可及び使用料の徴収に関する業務

(3) 前各号に掲げるもののほか、甲が必要と認める業務

２ 前項各号に掲げる業務の詳細は、城址公園及び富山市営城址公園駐車場管理業務

仕様書（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。

３ 乙は、管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費用により、本

条１項各号に掲げる以外の事業（以下、「自主事業」という。）を実施することがで

きるものとする。

（使用料の徴収等の委託）

第４条 甲は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定

に基づき、城址公園等の使用料の徴収及び還付に関する事務を乙に委託するものと

する。

（再委託等の禁止）

第５条 乙は、管理業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。ただし、事前に甲の書面による承諾を受けたときは、管理業務の一部を第三

者に委託し、又は請け負わせることができる。

２ 前項の規定により乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、全て乙の責

任及び費用負担において行うこととし、乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由

により生じた損害及び追加費用は、全て乙の負担とする。

３ 乙は、第三者に対し、本協定に基づいて生ずる権利義務を譲渡し、若しくは承継

させ、又は権利を担保に供してはならない。

（指定管理者の責務）

第６条 乙は、手続条例、富山市都市公園条例（平成１７年富山市条例第２３４号）、

富山市都市公園条例施行規則（平成１７年富山市規則第２２０号）、富山市駐車場条



例（平成１７年富山市条例第１３１号）、富山市駐車場条例施行規則（平成１７年富

山市規則第６７号）城址公園バス駐車場管理規則（令和元年規則第８号）及び関連

する法令等を遵守するとともに、城址公園等を常に良好な状態において管理し、施

設の効用を最大限発揮できるよう管理業務を行わなければならない。

２ 乙は、施設又は施設利用者に事故又は災害が発生した場合は、迅速かつ適切な対

応を行った上、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

３ 乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、その

状況について、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

（管理業務委託料）

第７条 甲が乙に支払う指定期間中の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び

地方消費税の額○○円）を限度とする。

２ 各年度の管理業務委託料は、次の金額を基本とし、各年度の開始前に甲乙協議の

うえ定めるものとする。

令和９年度 ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円）

令和１０年度 ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円）

令和１１年度 ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円）

令和１２年度 ○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○円）

３ 甲は、前２項の管理業務委託料を、乙が毎年度作成する収支計画書に基づく請求

により支払うものとする。

（災害時の対応）

第８条 甲が災害対策又は災害対応を目的として城址公園等を使用する必要があると

認める場合、乙は甲の要請に沿って、これに可能な限り協力するものとする。

２ 前項の災害対策又は災害対応を目的とした城址公園等の使用に関する事項は仕様

書に定めるものとする。なお、その内容等に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ、

対応を確認するものとする。

（備品等の取扱い）

第９条 甲は「仕様書１（11）②備品一覧」の備品等（以下「備品等」という。）を乙

に無償で貸与する。

２ 経年劣化又は乙の責めによらない事由による滅失・毀損等により備品等を管理業

務に供することができなくなった場合、甲は乙との協議に基づき、管理業務に必要

と認められる範囲で当該備品等を調達又は購入し、乙に無償で貸与するものとする。

３ 乙は、指定管理期間中、備品等を常に良好な状態に保つとともに、甲の定める備

品台帳を作成し、これを備え置かなければならない。また、乙は定期的に備品台帳

と現物の照合を行い、滅失・毀損等が確認された場合は、速やかに甲へ報告し、前

項に定める対応を行うものとする。

４ 乙は、自己の費用負担等により管理業務に必要な備品類を購入することができる。

この場合、購入した備品類の所有権は乙に帰属し、乙は前項に定める備品台帳とは

区別してこれを管理するものとする。

（リスク分担）

第１０条 管理業務に関するリスク分担については、城址公園等管理業務リスク分担

表のとおりとする。

（管理業務計画書等の提出等）



第１１条 乙は、翌年度の管理業務について、毎年度２月末日までに次の各号に掲げ

る事項を記載した管理業務計画書を甲に提出し、当該年度末までに承認を得なけれ

ばならない。ただし、令和９年度の管理業務については、令和９年３月２６日まで

に、同計画書を提出し、承認を得るものとする。

(1) 管理業務の概要及び実施時期

(2) 管理業務の実施体制

(3) 収支計画書

(4) 管理業務に必要な諸規定及び非常時の対応体制

(5) その他甲が必要と認める事項

２ 乙は、仕様書に定めのない、管理業務の改善又は城址公園等の建物・設備の改修、

物品の設置及び城址公園等の周辺地域における施設整備などについて甲に対して提

案を行う場合は、提案の必要性、管理業務において見込まれる改善点その他甲が必

要と認める事項を記載した書類（以下「提案書」という。）を毎年度１月末日までに

甲に提出しなければならない。

ただし、当該提案の実施に当たり、甲に新たな財政的負担が生ずると見込まれる

場合については、乙は毎年度９月末日までに甲に当該提案書を提出しなければなら

ない。

３ 乙は、第１項の管理業務計画書を提出した後に、前項の事由以外により計画を変

更する必要が生じた場合は、変更の内容について甲に協議の上、必要に応じて変更

後の管理業務計画書を甲に提出しなければならない。

４ 乙は、自主事業を実施する場合、予め甲に対して自主事業実施計画書を提出し、

事前に甲の承認を得なければならない。この場合において、甲及び乙は必要な協議

を行うものとする。

（管理業務報告書等の提出）

第１２条 乙は、毎月１０日までに、前月の管理業務の実施状況、施設の利用状況及

び使用料の収入状況等を記載した管理業務報告書を甲に提出しなければならない。

２ 乙は、自主事業を実施した場合、毎月１０日までに、前月の自主事業の実施状況

を記載した、自主事業実施報告書を甲に提出しなければならない。

（事業報告書の提出等）

第１３条 乙は、毎年４月末日までに、前年度の管理業務について、次の各号に掲げ

る事項を記載した事業報告書を甲に提出しなければならない。

(1) 管理業務の実施状況及び施設の利用状況

(2) 使用料の収入状況

(3) 管理業務の経費の収支状況

(4) その他甲が必要と認める事項

（管理業務の報告、調査、指示）

第１４条 甲は、前３条の規定により提出された計画書及び報告書の内容を審査し、

必要な指示を行うことができる。

２ 甲は、施設の管理の適正を期するため必要と認めるときは、乙に対して、管理業

務又は経理の状況に関し随時報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を

することができる。

３ 乙は、甲から前２項に定める報告要求、調査の申出又は改善指示を受けた場合、



速やかにそれに応じなければならない。

（帳簿等の保存）

第１５条 乙は、管理業務に関する帳簿及び書類等を整備し、常に業務の執行状況を

明らかにしておくとともに、帳簿等を会計年度終了の日から５年間保存しなければ

ならない。

（施設の毀損等）

第１６条 乙は、故意又は過失により、施設又は設備備品を毀損し、又は滅失したと

きは、直ちにその旨を甲に報告するとともに、これを原状に回復し、又はその毀損

若しくは滅失によって生じた損害を甲に賠償しなければならない。

（不完全履行による管理業務委託料の減額及び損害賠償）

第１７条 甲は、乙が管理業務の一部を履行しないとき、又は管理業務の履行が不完

全であるときは、管理業務委託料からその不履行又は不完全履行に相当する金額を

減額することができる。この場合において、甲に損害が生じたときは、乙は、その

損害を賠償しなければならない。

（原状回復義務等）

第１８条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは

期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、その管理

を行わないこととなった施設及び設備を直ちに原状回復し、甲に対して当該施設及

び備品を明け渡さなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、通常の使用における経年劣化若しくは甲が認めた場合

には、乙は当該施設の原状回復は行わず、別途甲が定める状態で甲に引き渡すこと

ができるものとする。

（第三者に対する損害の賠償等）

第１９条 管理業務の履行にあたり、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害を

与えたときは、原則として乙がその損害を賠償しなければならない。ただし、損害

を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を

有するものとする。

（指定の取消等）

第２０条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、乙に対しその

状況を確認の上、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部

又は一部の停止を命ずることができる。この場合において、乙に生じた損害につい

ては、甲はその賠償の責めを負わないものとする。

(1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１０項の規定による

報告の要求、調査又は指示に対して、これに応じず、又は虚偽の報告をし、若しく

は調査を妨げたとき。

(2) この基本協定に違反したとき。

(3) 指定管理候補者として選定しない法人等に該当することとなったとき。

(4) 指定管理者の指定の申請時に提出した書類の内容に虚偽の事項が記載されてい

たことが判明したとき。

(5) 経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能又は著しく困難になった

とき。

(6) 乙がその責に帰すべき事由により、甲に対し指定解除の申出をしたとき。



(7) 組織的な非違行為が行われていた場合など、管理業務を行わせておくことが、

社会通念上著しく不適当と判断されるとき。

２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたときは、違約金として、当該指定が

取り消された年度における年度協定に規定する管理業務委託料の１００分の１０に

相当する額を甲に支払わなければならない。

３ 第１項の規定により指定を取り消した場合において、甲に生じた損害が前項に規

定する違約金の額を上回ったときは、乙はその損害を賠償しなければならない。

（業務の引継ぎ）

第２１条 乙は、その指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期

間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、城址公園等

の管理業務が遅滞なく円滑に実施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指

定した者に対して適正に管理業務を引継がなければならない。ただし、甲の承認を

得たときはこの限りでない。

２ 管理業務の引継ぎ方法、日時等については、甲と乙が協議の上、決定する。

（秘密保持義務等）

第２２条 乙が行う管理業務に従事している者又は従事していた者は、当該管理業務

に関して知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に利用してはならない。

２ 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７条）第６６条及び第

６７条並びに富山市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年富山市条例第

２号）の規定により、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

３ 乙は、富山市情報セキュリティポリシーの情報セキュリティ基本方針４の規定に

より、情報資産に関する情報セキュリティ対策のために必要な措置を講じなければ

ならない。

４ 乙は、管理業務を実施するにあたり、情報セキュリティ対策及び個人情報の保護

に関し、情報セキュリティ特記事項に定める事項を遵守しなければならない。

（情報公開）

第２３条 乙は、富山市情報公開条例（平成１７年富山市条例第３０号）第２９条の

規定により、情報公開を行うための必要な措置を講ずることとし、乙に対し管理業

務の実施に関し乙が保有する情報の公開の申し出があったときは、公開対象となる

情報の公開に努めるものとする。

（名称等の変更の届出）

第２４条 乙は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更があった

ときは、遅滞なく、その旨を甲に届け出なければならない。

（基本協定の変更）

第２５条 管理業務に関し事情が著しく変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲乙協議の上、この基本協定を変更することができる。

（年度協定書の締結）

第２６条 甲及び乙は、第１１条の規定により提出された管理業務計画書に基づき、

第７条の規定に基づく管理業務委託料による管理業務の適正な執行を期するため、

毎年度当初に城址公園及び富山市営城址公園駐車場の管理運営業務に関する年度協

定書を締結するものとする。



（協議）

第２７条 この基本協定に関し疑義が生じたとき又はこの基本協定に定めのない事

項については、甲乙協議の上、別に定めるものとする。

この基本協定の締結を証するため、この基本協定書２通を作成し、両者記名押印の

上、各自その１通を保有するものとする。

令和○○年○月○日

甲 富山市新桜町７番３８号

富 山 市 長 藤 井 裕 久

乙



城址公園等管理業務役割分担表

項 目 市 指定管理者

維持管理

（植物、施設、清掃、安全管理、光熱費支出等）

△

※上限額を超える修繕
〇

運営管理

（企画調整、案内、警備、苦情対応、料金徴収）
〇

法的管理

（占用許可、設置管理許可等）
〇

法的管理

（行為許可）
〇

災害時対応

（待機連絡体制確保、被害調査、応急措置等）

△

（指示等）
〇

災害復旧 〇

施設整備、大幅改修等 〇

包括的管理責任 〇



城址公園等管理業務リスク分担表

種 類 主 な 内 容 負担者

市 指定管理者

法制度変更 施設管理業務に要する資格の変更等、指定管理業務に特別に影響を及ぼ

す法制の変更又は新設

○

税制度変更 指定管理業務の内容にかかわらず、全てのものに影響を及ぼす税制の変

更又は新設（法人税、固定資産税、事業所税等）

○

上記のうち、消費税及び地方消費税については、変更後の税率に基づく

管理委託費を支払うことにより市が当該費用を負担する。

○

金利変動 ○

物価変動 通常は指定管理者の負担とするが、大幅又は急激な物価変動の影響によ

り、管理運営に支障が生じるおそれがあるときは、市と協議する。

（協議対象経費）

①燃料費（ガソリン、灯油、ガス等）、②上下水道料金、③電気料

△ ○

政策転換 施設の廃止により指定管理業務の継続が困難になった場合、施設用途の

変更により管理業務内容の変更を余儀なくされた場合など

○

許認可の取得

遅延

市が取得すべきもの ○

指定管理者が取得すべきもの ○

住民及び施設

利用者対応

処分権限を有する指定管理者の行った処分に対する訴訟 ○

指定管理業務に対する住民及び利用者からの苦情、要望 △ ○

不可抗力 戦争、天災、暴動等の不可抗力による施設の修復及び指定管理業務の継

続不能

○

上記の要因により、施設を災害対策又は災害対応のために使用すること

による指定管理業務の中断に要する経費

○ △

書類の誤り 仕様書等の市がその内容について責任を負うべき書類 ○

指定申請書等の指定管理者がその内容について責任を負うべき書類 ○

資金調達 市が指定管理者に支払う経費の支払い遅延による損害 ○

指定管理者が業者等に支払う経費の支払い遅延による損害 ○

施設、設備、備

品、資料等の焼

失、滅失、損傷、

盗難等

指定管理者の故意、過失によるもの ○

経年劣化によるもの、又は相手方が特定できない第三者の行為によるも

ののうち、原状回復に要する経費の年度合計額が次の金額以下のもの

令和９年度 ３，１５０千円、令和１０年度 ３，１５０千円、

令和１１年度 ３，１５０千円、令和１２年度 ３，１５０千円

上記金額を超えることが見込まれるときは、市と事前協議するものとす

る。

また、原状回復に要する経費が１件５００千円円以上になることが見込

まれるときは、市と事前協議するものとする。

○

第三者賠償 施設等の瑕疵により損害を与えた場合 ○

指定管理者が施設等に瑕疵があることを知りながら、それを放置したこ

とにより損害を与えた場合

○

指定管理業務により損害（個人情報の漏えい、不正利用等による損害を

含む。）を与えた場合

○

△は従分担



事業の終了 政策転換による指定管理者の撤収費用 ○

指定期間の終了、指定の取消による指定管理者の撤収費用 ○



情報セキュリティ特記事項

（法令遵守等）

第１ 乙は、本業務の遂行において使用する情報資産（富山市情報セキュリティポリシー

情報セキュリティ基本方針２（９）による）を保護するため、情報セキュリティの重要

性を認識し、富山市情報セキュリティポリシー、個人情報の保護に関する法律（平成15

年法律第57号）のほか関係法令を遵守し、これに従わなければならない。

（安全管理体制）

第２ 乙は、情報資産の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。

（作業場所の特定）

第３ 乙は、重要情報（富山市情報セキュリティポリシー情報セキュリティ共通対策基準

３（２）による）を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着手前

に書面により甲に報告しなければならない。

２ 乙は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得なけ

ればならない。

３ 乙は、甲の事務所内に作業場所を設置する場合は、重要情報を取り扱う者（以下「作

業従事者」という。）に対して、乙が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が

分かるようにしなければならない。

（教育の実施）

第４ 乙は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項における

作業従事者が遵守すべき事項その他本業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業

従事者全員に対して実施しなければならない。

２ 乙は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立

しなければならない。

（守秘義務）

第５ 乙は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た情報を第三者に漏らしてはなら

ない。指定管理期間満了後又は指定が取り消された後も同様とする。

２ 乙は、本業務に関わる作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を提出させなけ

ればならない。

（派遣労働者等）

第６ 乙は、本業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合

は、正社員以外の労働者に本基本協定書に基づく一切の義務を遵守させなければならな

い。

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負

うものとする。

（情報の管理）



第７ 乙は、次の各号の定めるところにより、本業務における情報の管理を行わなければ

ならない。

（１）重要情報は、施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳

重に保管すること。

（２）甲が指定した場所へ持ち出す場合を除き、情報資産を定められた場所から持ち出さ

ないこと。

（３）電磁的記録による重要情報を作業場所から持ち出す場合は、暗号化処理又はこれと

同等以上の保護措置を施すこと。

（４）情報資産が複製された場合には、複製元と同等の管理を行うこと。

（５）情報資産の紛失、漏洩、改ざん、破損その他の事故を防ぎ、真正性、見読性及び保

存性を維持すること。

（６）作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んで、重要

情報を扱う作業を行わせないこと。

（７）重要情報を利用する作業を行うパソコンに、情報の漏洩につながると考えられる業

務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。

（目的外利用及び第三者への提供の禁止）

第８ 乙は、本業務において利用する情報資産について、本業務以外の目的で利用しては

ならない。また、第三者へ提供してはならない。

（定期報告及び緊急時報告）

第９ 乙は、甲から、情報資産の取扱いの状況について報告を求められた場合は、直ちに

報告しなければならない。

２ 乙は、情報資産の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなけれ

ばならない。

（監査及び検査）

第１０ 甲は、本業務に係る情報資産の取扱いについて、本基本協定書の規定に基づき必

要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先に対して、

監査又は検査を行うことができる。

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又は本業務の処理に

関して必要な指示をすることができる。

（情報セキュリティインシデント）

第１１ 乙は、本業務に関し情報セキュリティインシデントが発生した場合は、速やかに

甲に対して報告し、指示に従わなければならない。

２ 乙は、情報の漏洩等の事故が発生した場合に備え、富山市その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時対応計画を定めなければならない。

（個人情報の取扱い）

第１２ 乙は、個人情報を本業務において取り扱う時は、次の各号の定めるところに従わ

なければならない。

（１）事前に甲の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で行う

場合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。



（２）乙は、個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付、誤交付、又はウェブ

サイト等への誤掲載を防止するため、取り扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じ、

複数の作業従事者による確認やチェックリストの活用等の必要な措置を講じなければ

ならない。

（３）乙は、個人情報の秘匿性等その内容に応じて、台帳等を整備して、当該情報資産の

利用及び保管等の取扱いの状況について記録する。

（４）乙は、個人情報が、外国において取り扱われる場合（クラウドサービス提供事業者

及び個人データが保存されるサーバが外国に所在する場合等）、当該外国の情報資産

の保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理のために必要かつ適切な

措置を講じなければならない。

（５）乙は個人情報について、一時的に加工等の処理を行うため複製等を行う場合には、

その対象を必要最小限に限り、処理終了後は不要となった情報を速やかに消去しなけ

ればならない。

（６）作業従事者は、取り扱う個人情報の重要度に応じて、入力原票と入力内容との照

合、処理前後の当該情報資産の内容の確認、既存の情報資産との照合等を行わなけれ

ばならない。

（７）乙は、個人情報の取り扱いにおいて、本基本協定書の第５条により再委託等を行う

場合には、個人情報の保護に関する法律第66条により、再委託先に本基本協定書に基

づく一切の義務を遵守させるとともに、甲に対して、再委託先の全ての行為及びその

結果について責任を負うものとする。

（８）乙は、本業務の終了時に、本業務において利用した個人情報について、甲の指定し

た方法により、返還又は廃棄を実施しなければならない。

（９）乙は、本業務において利用した電磁的記録による個人情報を廃棄する場合は、当該

情報が記録された媒体の物理的な破壊その他当該情報を判読不可能とするのに必要な

措置を講じなければならない。

（１０）乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者

名及び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により甲に報告しなければならない。



令和○○年度城址公園及び富山市営城址公園駐車場の管理運営業務に関する年度協定書

富山市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、城址公園及び富山市

営城址公園駐車場の管理運営業務に関する基本協定書（以下「基本協定書」という。）第２

６条の規定により、城址公園及び富山市営城址公園駐車場の管理運営業務（以下「管理業務」

という。）について、次のとおり年度協定を締結する。

（管理業務委託料）

第１条 令和○○年度の管理業務委託料は、○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○

円）とする。

２ 管理業務委託料は、前金払いとする。

３ 管理業務委託料の支払い時期及び支払い金額は、次のとおりとする。

令和○○年○月 ○○○円

令和○○年○月 ○○○円

令和○○年○月 ○○○円

令和○○年○月 ○○○円

（管理業務の内容）

第２条 乙は、基本協定書第１１条の規定による令和○○年度管理業務計画書に基づき、管

理業務を実施するものとする。

この年度協定の締結を証するため、この年度協定書２通を作成し、両者記名押印の上、各

自その１通を保有するものとする。

令和○○年○月○日

甲 富山市新桜町７番３８号

富 山 市 長 ○ ○ ○ 〇

乙


